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ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

我が国の今後の展望としては、前述二つの手
段を意識しつつ、国内外の顧客企業のグローバ
ル展開に際し、品質、信頼性、セキュリティの
高さを強みに活かして対応していくことが有効
と考えられる（図表1-2-2- 59）。

（5）インフラ輸出によるグローバル展開

昨今の新興国を中心とした急速な都市化と経済成長により、交通・石油・建設・発電・水道等のインフラ需要
のニーズは世界的にも拡大している。我が国としては成長戦略の一環として、積極的に我が国の成長に向けてこ
れを取り込むことが求められている。

ア　世界のインフラ市場の動向
世界におけるインフラ需要市場は拡大傾向にあり、世界の上位225社のコントラクター＊48の売上高をみると、

2011年の時点で1.2兆ドルを超えるほどの大きな市場となっている。そのうち自国以外の海外での受注額は約
4,500億ドルと全体の4割近い規模に達しており、その内訳としては交通が最も多く、次いで石油・建設・発
電・工業・水の順となっている（図表1-2-2-60）。

その海外受注額の地域別の内
訳では、アジア地域においては
中国・欧州・米国企業、中東地
域では米国・韓国・中国企業、
アフリカでは中国企業が台頭し
ている。そのような状況のな
か、我が国は近隣であるアジア
圏であっても1,122億ドル中
105億ドルと10％前後、その
他地域も数％台にとどまってい
る。（図表1-2-2-61）。

ICTサービスのグローバル展開の展望（イメージ図）図表1-2-2-59

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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＊48	建設事業等の請負業者。

世界のインフラにおける地域別の海外受注内訳（億ドル：2011年）図表1-2-2-61

（出典）Top 225 Intnational Contractors 2012より作成
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

イ　インフラ輸出戦略の策定・公表
我が国としては成長戦略の一環として、積極的にこのような新興国を中心とするインフラ需要を取り込み、我

が国の力強い経済成長につなげていく必要がある。このためには、我が国企業による機器の輸出のみならず、イ
ンフラの設計、建設、運営、管理を含む「システム」としての受注や、事業投資の拡大など多様なビジネス展開
が重要であると考えられる。

加えて、インフラシステムの海外輸出は、受注企業の直接的な裨益のみならず、日本企業の進出拠点整備やサ
プライチェーン強化など複合的な効果を生み出し、また、我が国の先進的な技術・ノウハウ・制度等の移転を通
じ、環境、防災等地球規模の課題解決に貢献し、我が国の国際的地位の向上にも貢献することが期待される。

一方、我が国企業は個別の製品や要素技術では世界的に高い技術を有するものが多いが、国際競争の熾烈さに
加え、海外展開を支える体制の未整備や人材、ノウハウ・ブランディング力の不足等を背景に、受注実績で大き
く欧米・中国・韓国等の競合企業に差をつけられているのが現状である。また、新興国へのインフラ輸出は初期
投資が膨大で事業リスクが高く、輸出先政府の影響も大きいという課題があるため、政府と民間企業が連携し、
官民一体となって取組を推進する必要がある。

また、インフラシステム輸出支援に際しては、相手国の発展段階や日本企業の進出度合いに応じメリハリをつ
けつつ、政府開発援助等の経済協力と緊密に連携を図ることが重要であり、エネルギー・鉱物資源の海外からの
安定的かつ安価な供給確保について、インフラシステム輸出や経済協力と連携して、官民一体となって働きかけ
を行う必要がある。

これらのことを踏まえ、我が国企業によるインフラシステムの海外展開や、エネルギー・鉱物資源の海外権益
確保を支援するとともに、我が国の海外経済協力（経協）に関する重要事項を議論し、戦略的かつ効率的な実施
を図るため、内閣官房長官を議長とする経協インフラ戦略会議が本年3月に設置され、我が国企業が熾烈な国際
競争に勝ち抜き、官民連携により施策を強力に推進することによって、2020年に約30兆円（事業投資による
収益額含む：現状約10兆円）のインフラシステムを受注することを目指し、本年5月に「インフラシステム輸
出戦略」が政府より発表された＊49。

ウ　ICTにおけるインフラ市場の動向
インフラ市場におけるICTの位置づけとして、既存の通信インフラに加え、我が国の利用企業が優位性を有

する社会インフラ（鉄道、電力、水、農業など）にICTを組み込んで高度化し、グローバル展開を行う戦略が
想定されている。この場合、ICTは重電企業が保有するインフラシステムの高付加価値化を実現する不可欠な
要素として位置づけ、鉄道、電力、水、世界等の社会インフラに関する日本企業のプレゼンスを考慮すると、当
該市場を取り込むこともICTサービスのグローバル展開のモデルを考える上でも重要な役割を担うことが考え
られる。

それらの市場成長性を見てみると、前述（3）でも述べたとおり通信インフラ市場は年平均2.1％の市場成長
率が見込まれており2017年には1.8兆ドル規模に成長すると予測されている（図表1-2-2-16）。

また、スマートタウンの市場規模予測としては2012年現在は60億ドル強であるが、2020年には約3倍の
200億ドル市場まで成長が見込まれており、世界で年平均16.2％という高い成長が予測されている（図表1-2-
2-62）。その地域別で見ると、欧州、アジア・太平洋圏で特に高い成長が示されており、分野別においては
2012年時点ではエネルギーの比率が最も高いが、交通・建設・政府の成長率が19％前後と高く、2020年には
エネルギー・交通・建設の3分野が45～55億ドル規模に拡大することが見込まれている（図表1-2-2-63）。

＊49	「インフラシステム輸出戦略」平成25年5月17日 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keikyou/dai4/kettei.pdf参照。
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エ　総務省の取組
これらの状況を踏まえ、総務省においても我が国の優れたインフラシステムの輸出を成長戦略の要と位置づけ

ている。インフラシステム輸出においては、相手国の歴史や文化、地政学的な状況まで視野に入れた地域毎の
ニーズを汲み取り、国内各省庁とも連携して取り組むことが重要である。

特に、ICTはいわば社会インフラシステムの神経系であることから、我が国の先進的なICTシステムを他の
社会インフラシステムを活かした国際競争力のある提案を行うことが重要であると考えられる。すなわち、水資
源不足や食料危機など世界的な資源問題、急速に進む高齢化といった社会的課題について、センサーネットワー
クやビッグデータ活用などを用いて解決する先進的モデルを「ICTインフラシステム」として同様の問題を抱
える国々に展開し、当該国の課題解決に貢献するとともに、我が国産業界の国際競争力の強化を図る、「社会的
課題の解決に資するICTインフラシステムの海外展開」を促進することが求められている。また、都市・生活
インフラ（住宅、建築物、ライフライン）、産業・エネルギーインフラ（石油・天然ガスプラント）、ICTイン
フラの組み合わせを促進することも有益であろう。

このような認識のもと、我が国企業の進出意欲も旺盛なASEAN地域等への展開を意識した上で、総務省では
次のような分野に対し取組を行っている＊51。

（ア）ICT分野＊52

総務省では、社会インフラシステムを輸出する際に、我が国の先進的なICTシステムを組み込むことを前提
とした様々な取組を行っている。

世界のスマートタウンにおける地域別市場規模予測図表1-2-2-62

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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世界のスマートタウンにおける分野別市場予測＊50図表1-2-2-63

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
Pike Research
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＊50	政府：公共の安全管理、社会的ケア、遠隔医療、電子教育、スマート街路照明、市民ポータル、廃棄物収集等の分野／建設：公共部門のエネ
ルギー管理プログラム、再生可能エネルギー、電気自動車の充電ステーション、照明・廃棄物・水管理等の分野／交通：交通量の監視・管
理、電気自動車の充電システム、緊急連絡システム、公共情報システム、スマート駐車場、統合された交通信号管理などの分野／水：セン
サーと通信ネットワークなどを活用した水の監視・管理システム（スマート水道メーター）等の分野／エネルギー：スマートメーター・ス
マートグリッド等のエネルギー効率化を目的としたシステム等の分野

＊51	第5章第8節・第9節も参照。
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例えば、ASEAN諸国においては、域内共通のブロードバンド基盤整備と公的ICTシステム（防災、環境、医
療等）をセットにした「ASEANスマートネットワーク構想」を推進している。国別に見ると交通渋滞に悩まさ
れているタイにおいては、地理空間情報とICTを組み合わせた交通情報システムの提案・実証実験を行い、実
サービスとして開始されている。また、持続的な経済成長により自然環境や都市環境の改善が急務となっている
ベトナムにおいては、ICTを活用して環境・防災情報のリアルタイムでの収集や分析を可能とするセンサーネッ
トワークシステムの導入を推進している。

今後の取組においても、行政、社会インフラ、健康、医療、農林水産、環境、エネルギー、交通、観光、教育
などの複合的課題の解決や防災対策のため、ICTを社会実装した新たな街づくり（ICTスマートタウン）に関
する我が国先行モデルの海外展開等も検討されている。

（イ）セキュリティ
ASEANを中心とした成長に伴い都市化が進む地域においては、インターネットの普及が加速している。しか

し、国家の情報ネットワーク化が進めばサイバー攻撃等に晒されるリスクも増大するため、我が国の取組や成功
事例を発信し、制度、情報共有に関する国際協力を推進することは重要な意味を持っている。そのため、総務省
では国際的なサイバーセキュリティ確保に向けた取組として、平成25年9月に日ASEANサイバーセキュリティ
協力に関する閣僚政策会議が予定される等、政府間での情報共有を行う様々な取組を推進している。

（ウ）防災分野
阪神・淡路大震災、東日本大震災等、様々な大規模災害が多い我が国では、消防防災インフラシステムが世界

でも類を見ないほど進んでおり、例えば地震波検知後数秒程度で発表する緊急地震速報や、約三分の津波警報・
注意報に加え、衛星を活用し速報や警報等を全国一斉に配信するアラートシステム等も備わっている。それらを
支える制度、技術、人材育成などを組み合わせて、経済発展・都市化に伴い災害リスクが増大している新興国に
展開していくことは、我が国のICTの展開のみならず、展開先国の生命・インフラを守るといった非常に重要
な意義を持っている。

特に、我が国と同様に地震、津波、洪水等の自然災害が多いASEAN諸国への、我が国の知見・経験を生かし
た災害ICTシステムの展開はニーズが高い。

平成25年4月には、総務大臣がインドネシアを訪問し、インドネシア通信情報大臣や国民福祉担当調整（防
災担当）大臣と会談を行い、防災ICTシステムの早期導入等に向けて、実現可能性調査の実施等双方で取り組
んで行くことで合意した。

今後は、インドネシアにおける実システムの早期の導入を目指すとともに、他のASEAN諸国への展開を図っ
て行く。

＊52	郵便分野においても、新興国を中心に郵政事業の近代化・高度化に向けた投資も活発化していることから、日本の郵便の優れた業務ノウハ
ウや関連技術の提供を通じて、相手国の社会経済の発展に伴う両国間の関係強化を図り、国内関連企業の新規ビジネス展開に繋げていくこ
とを目指している（第5章第9節2（2）参照）。

総務大臣とティファトゥル通信情報大臣との会談 総務大臣とアグン国民福祉担当調整（防災担当）大臣との会談
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（6）通信機器レイヤーのグローバル展開

通信機器レイヤー＊53においては、前述のとおりICT産業の中でもコモディティ化が特に進んでいる市場であ
り、スウェーデンのEricssonや中国Huawei、米Cisco等の海外ベンダーによる寡占化が進んでいる状況にあ
る。その中で日本企業は国内では一定のシェアを持っているものの、グローバル全体の中では存在感を見出せて
いない状況にある。
一方、当該レイヤーはネットワークのIP化に代表されるような技術変革が進みつつある業界でもあり、LTE
やSDN＊54等を初めとした次世代基盤による業界構造の変化も予想される。本項ではこれらの背景を踏まえグ
ローバル市場における通信機器レイヤーの現況と今後の展望について分析する。

ア　通信機器レイヤーの市場動向
通信機器市場は、グローバルな通信需要
の拡大を背景に、コモディティ化が進んで
いる中でも年平均4.8%のプラス成長率で
推移すると予測されており、製品別では移
動系インフラ機器市場が5割弱を占め、今
後も堅調に拡大するものとみられる。固定
系インフラ市場については、レガシーネッ
トワーク向けの通信機器需要は大幅なマイ
ナス成長となっているのに対し、IPネッ
トワーク向けの通信機器需要はプラス成長
で推移し、特にルーター・スイッチ分野が
8.5％と高い成長率が予測されている（図
表1-2-2-64）。
また、2012年の地域別市場規模では、移動系がアジア・太平洋地域で129億ドル、固定系は北米地域が129
億ドルで最も大きな割合を占めている。2017年までの予測においても、アジア・太平洋などの新興国は固定系
も堅調に成長するが、特に同地域の移動系インフラは165億ドル規模まで成長し、世界で最も大きい市場が続
くことが見込まれている。また成熟市場と言われる我が国は、固定系・移動系ともに、マイナス成長と予測され
ている一方で、その他の地域については、おおむね年平均成長率4～5％のプラス成長と予測されている（図表
1-2-2-65）。この背景として日本では世界的にも早期から次世代インフラ・ネットワークの整備を進めてきたが、
アジア・太平洋地域の今後の経済発展に加え、欧米等の先進国では国家戦略としてのブロードバンド整備にこれ
から注力する等、今後これらの地域において投資やネットワーク構築が進展することに起因しているものと想定
される。

通信機器市場規模の推移図表1-2-2-64

（出典）Gartner資料より総務省作成
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通信機器市場規模の地域別比較図表1-2-2-65

（出典）Gartner資料より総務省作成
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＊53	本項で扱う通信機器に通信端末（携帯電話、スマートフォン等）は含まない。
＊54	本項トピック「SDNについて」参照。
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

当該レイヤーのグローバル市場における企業毎の成長率を分析してみると、Ericsson、Huawei、Ciscoの3
社が売上・収益双方の面で高い成長率を示している。またこれらの企業は海外売上げ比率も高い傾向にあり、3
社を含むその他の主要海外企業の売上もおおむね50%以上が自国以外の市場で確保されたものである。

一方で、仏Alcatel-Lucent（以下Alcatel）やフィンランドNokia Siemens Networks（以下NSN）の業績
は、前述3社の業績には及ばない状況にある。その要因として、Alcatelは海外売上比率は数字上は高いものの、
同社は米AT&Tの技術系子会社＊55から分離したルーセント・テクノロジー社と合併して生まれた歴史があるた
め、欧州および北米を中心とした先進国にシェアが偏っており、その地域での業績が伸び悩んでいる。同社は、
構造改革を進めながら、付加価値の高い市場の開拓を進めるとしている。NSNにおいては、拡大を続ける
EricssonとHuaweiとの競争に加え地域によっては収益性が低下しており、地域戦略の見直しと組織再編を進
めている。

また、日本企業は直近の国内需要の拡大を背景に一定の業績を残しているものの、日本市場の今後の成長性が
限定的である点も踏まえると、今後の成長にはグローバル展開が鍵になるといえる（図表1-2-2-66）。

さらに前述の成長率および海外売上比率の高い3社の事業構成をみてみると、Ericssonは、サービス売上＊56

比率が42％と高く、移動体基地局等を軸にソリューション領域も広く手がけておりターンキーマネージド型＊57

の垂直展開を進めてい
る。 一 方Huaweiは、
IP 技 術 を コ ア に ソ
リューション関連機器も
含めた圧倒的な商品の品
揃えと、低価格を武器に
幅広い商材分野に対して
水平展開を推し進めてい
る。Ciscoは同社の強み
であるIPルーター・ス
イッチを軸に、移動系を
中 核 と す る 企 業 へ の
M&Aや戦略的提携を行
うことでポートフォリオ
を広げており、同セグメ
ントへの本格参入を進め
ている状況にある（図表
1-2-2-67）。

主要通信機器ベンダーの売上構成図表1-2-2-67

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 
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主要通信機器ベンダーの業績成長率と海外売上比率図表1-2-2-66

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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＊55	旧AT&Tテクノロジー
＊56	機器やソリューションの供給や販売を除く、キャリアNWの運用・保守などのマネージドサービスをはじめとするサービス事業
＊57	機器の販売からシステムの保守やサポートまでワンストップで一体的に行うビジネスモデル
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ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

企業別のキャリア向け通信機器市場シェアを見ると、Ericssonは移動系機器で35％の高いシェアを持ってお
り前述の移動体基地局に強みを持っていることが現れている。Huaweiは同社の幅広い品揃えから固定・移動系
双方で2割弱のシェアを持ち、過去4年間で着実にシェアを伸ばし全体で世界2位のシェアを握っている。
Ciscoにおいては固定系のIPルーターやスイッチ関連を軸に18％の高いシェアを有している（図表1-2-2-68）。

加えて、地域別の市場シェアをみると、移動体インフラ市場においては先進国、新興国のいずれにおいても
Ericssonが20～45%の市場シェアを有しており世界規模で幅広く展開をしている状況が見て取れる。Huawei
は、南米・中東・アジア太平洋などの新興国地域を中心に北米を除く欧州でも2割前後のシェアを確保している。
CicsoにおいてはIPネットワーク領域（スイッチ・ルータ）においてはアジア以外の世界各地でシェア1位の状
況である。なお、日本国内の移動体インフラ市場においては日本企業の存在感が強いといえよう（図表1-2-2-69）。

イ　通信機器レイヤーのグローバル展開モデル
ここまでで述べた市場動向を踏まえ、通信機器ベンダーのグローバル展開におけるビジネスモデルを類型化す

ると、マネージドサービス等で通信インフラの運用・保守を一括して請け負う「垂直展開モデル」と、機器の品
揃えを重視し各国に展開する「水平展開モデル」の2つに大別されることがわかる（図表1-2-2-70）。

端末メーカーであれば、特定デバイスや技術優位性を武器にグローバル展開しているIntelやQualcomm等
の例もあるが、通信機器レイヤーにおいては、現在このような特定技術の優位性で参入障壁を構築することは難
しい状況にある。そのため当該レイヤーは市場が成熟してくると規模の勝負になりやすく、コモディティ化が進
みやすい傾向にある。このような背景から水平展開モデルの企業においても、ほとんどの企業で少なからずは上
位レイヤーを意識した垂直展開モデルを指向しつつある状況にある。

通信機器市場の移動系・固定系シェア図表1-2-2-68

（出典）Gartner資料より総務省作成
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通信機器市場の地域別シェア図表1-2-2-69

（出典）Gartner資料より総務省作成
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また、通信機器ベンダーを過去
軸足を置いてきた事業領域（技術
基盤×応用分野の2軸）の違いに
よって類型化すると、レガシー
ネットワークの移動体に軸足を置
いてきたEricssonと、同じくレ
ガシーネットワークの固定系に軸
足を置いてきたAlcatel、IPネッ
トワーク（インターネット）で
ルーター市場に参入したCisco、
固定・移動系問わずFMC＊58全般
のIP機 器 を 対 象 に 参 入 し た
Huaweiに 大 別 さ れ る（図表
1-2-2-71）。いわゆるレガシーネットワークから、オールIPネッ
トワークへの移行が進みつつある昨今、後者の企業のグローバル市
場におけるポジションが高まっている。
（ア）垂直展開モデル

垂直展開モデルは、現在のグローバル通信機器ベンダーにおいて
は最も典型的なビジネスモデルである。このモデルは規模の拡大を
指向する通信事業者が、ディストリビューター機能に経営資源を集
中し、運営の効率化を図る過程で、通信機器ベンダー側がインフラ
の運用・保守業務を請け負うようになり成立したビジネスモデルで
ある。特にGSM 陣営のEricssonやNSN等は、通信事業者も巻き
込んだ徹底した標準化の推進により、欧州をはじめとする世界各国
の通信事業者が同規格を採用したことで、ビジネスモデルとして成
功を収めてきた経緯がある。
A　スウェーデンEricssonのグローバル展開

Ericssonは当該モデルにてグローバル展開を進める典型的な企業であり、営業利益率は中期的には低下傾向
にあるものの、売上高は堅調に拡大しており、2009～2012年の海外売上比率は98％と、ほぼすべての売上は
海外からのものとなっている（図表1-2-2-72）。

＊58	 Fixed Mobile Convergence：固定系と移動系双方を組み合わせたサービス等を指す
＊59	2009年以前の地域内訳はデータがない

通信機器レイヤーにおけるビジネスモデル図表1-2-2-70

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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Ericssonの売上高・営業利益率・海外売上比率＊59図表1-2-2-72

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

従来のネットワーク機器の供給・販売に加え、機器の運用・保守を担うマネージドサービス、ネットワーク整
備・システム構築などのグローバルサービス事業を行っている。また戦略的な事業領域として、通信キャリアの
事業全体を支援するOSS＊60・BSS＊61、TV・メディア、モバイルコマースといったサポートソリューション事
業へも進出しており、より上位の領域へ垂直統合型の事業拡大を展開している。特に後者2つのサービス系事業

（グローバルサービス、サポートソリューション）は、2012年には機器販売のネットワーク事業と拮抗するま
でに成長しており、ネットワーク事業と同規模の営業利益率を確保している。

また、商材別でみると、サービス系事業が占める割合が42%に達しており、ハードウェア・ソフトウェアの
供給に対して徐々に売上に占める率を高めている状況にある（図表1-2-2-73）。

（イ）水平展開モデル
水平展開モデルの典型例は日本の通信機器ベンダーと国内通信事業者の取引であり、通信事業者がソリュー

ションから回線運用まで担う垂直統合型のビジネスモデルを採用しているケースに多く見られる。代表例として
は大量生産による低廉さと、品揃えの豊富さを強みにグローバル展開をしているHuaweiが挙げられ、またIP
を軸に様々な分野や顧客向けのプロダクトとサービスを展開しているCisco等も同モデルに含まれると言えよ
う。

A　中国Huaweiのグローバル展開
Huaweiは、当初香港製交換機の代理店販売から事業を始め、自ら交換機を製造するようになり、通信インフ

ラ整備が遅れていた農村地域を中心に売上を伸ばしてきた。加えて、いち早く移動体通信に着目し3G網の機器
開発・販売に着手、その後、売上高・収益ともに急激な成長を遂げている。

Ericssonの事業内容およびセグメント別の収益内訳図表1-2-2-73

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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事業 内容 競合他社

ネットワーク ・ 移動、IP、コア網等NW機器販売
（2012年末時点でLTE網で120契約を締結）

Alcatel-Lucent, Cisco, Huawei, Juniper, NSN,
Samsung, ZTE

グローバルサービス
・ マネージドサービス
・ コンサルティング、システム構築
・ ネットワーク整備

Accenture, HP, IBM, Orace, Tata Consultancy
Service

サポートソリューション
・ OSS、BSS
・ TV/メディアマネージメント(IPTV等)
・ モバイルコマース

ローカル系事業者
IT機器事業者
Harmonic, Harris, Comviva, Sybase, Infosys, Gemalto

機器供給のみならず、ネットワークの整備・運用や戦略
的事業としてIPTV・モバイルコマース領域などへ拡大

＊60	Operation	Support	Systemsネットワーク運用を支援するサポートシステム
＊61	Business	Support	Systems顧客管理等のビジネス支援を行うサポートシステム
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

同社の成長は、海外展開の推進による側面が大きく、海外売上比率は既に60%を超えている。特にアジア太
平洋・EMEA＊62地域などの新興国を中心に展開している状況である（図表1-2-2-74）。

また、同社は売上の7割弱がキャリア向けのキャリ
ア・ネットワーク事業が占めており、固定・移動系双方
のオールIP網向けの品揃えに特化し、豊富な品揃えを
武器に、IP系システム事業者（Cisco、Juniper等）、
移動（Ericsson、NSN）、固定（Alcatel）、の各領域に
対して製品を供給している。さらに近年では、SDN
アーキテクチャに係る商材等、コア網におけるソリュー
ションにも注力しており、トータルソリューションの提
供を目指している（図表1-2-2-75）。
加えて、同社は積極的な研究開発費を投じており、
150以上のネットワーク技術に関する国際標準化のワー
キンググループ等で役職を獲得するなど、技術的側面に
おける存在感を強めている。

B　Ciscoのグローバル展開
Ciscoは、インターネット及びイントラネットの発展とともに成長してきた企業である。同社は、IPネット
ワーク関連技術及び製品を開発・販売するとともに、ネットワークを有効に活用するための様々なサービスを提
供してきている。中期的には営業利益率が低下しているものの、売上高は2009年を除き、右肩上がりで成長し
ている。北米をはじめとする先進国地域の他、中東やアフリカなどの新興国地域へも展開しており、直近では海
外売上比率が50%を超え、今後ネットワーク投資が進む新興国地域での売上増が見込まれる（図表1-2-2-76）。

Huaweiの売上・営業利益・海外構成比図表1-2-2-74

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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Huaweiの売上構成比と事業概要図表1-2-2-75

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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＊62	欧州、中東及びアフリカ地域

Ciscoの売上高・営業利益率・海外売上比率図表1-2-2-76

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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Ciscoの現在の事業は、IPネットワークの中核を担うルーター、スイッチ、高度化技術（アドバンスドテクノ
ロジー）、その他（新興技術等）の4つのセグメントで展開しており、プロダクトは大企業・政府機関向け、通
信事業者やインターネット事業者等のサービスプロバイダ、中堅・中小企業向け、一般消費者向けなどと多岐に
わたる。事業の多角化に伴い、テクニカルサポートやコンサルティングといったサービス事業のシェアも徐々に
高まっており、前述の垂直展開モデルも進めつつある（図表1-2-2-77）。同社は、従来IPルータで市場シェア
を拡大してきたが、ネットワークのIP化の進展により分野間の垣根が薄れつつあることを背景に、近年はネッ
トワーク分野全体でのシェア拡大を目指している。そのために、目的に応じて競合他社を含む通信機器ベンダー
との戦略的提携によりソリューションの拡大を図ったり、M&Aも積極的に進めてきている（図表1-2-2-78）。

ウ　通信機器レイヤーにおける技術革新
通信機器レイヤーは、コモディティ化が著しい

のは前述のとおりだが、当該分野は技術の進歩が
速いICT産業の中でも企業の研究開発費の対売
上高比がソフトウェア・セミコンダクタ分野に次
いで高く、かつその水準が高まっている傾向が見
られる（図表1-2-2-79）。

各社の研究開発状況をみると、Huawei・ZTE
等の中国企業が積極的に研究開発に投じており、
その額は米Appleや我が国大手ベンダー、通信
事業者を上回っている（図表1-2-2-80）。両社は
機器の品揃えを重視した水平展開モデルの企業で
あり、高収益をてこに積極的な研究開発投資を進
めることで、更に品揃えを強化し売上げを伸ばす
サイクルにつなげている状況がうかがえる。他
方、R&D費が中期的に減少傾向にあるAlcatel
は、研究開発と商品開発などのバランスにおいて
体制見直しを迫られており、技術力をコア・コン
ピタンス＊64とする企業においては、継続的な研
究開発投資が将来の市場におけるポジションを左
右すると考えられる。

一方で、通信機器市場を取り巻くネットワーク
の技術基盤は著しいスピードで進化しており、固

＊63	2009年以前はスイッチ・ルーター・コラボレーション以外の売上内訳データ無し
＊64	競合他社を上まわる、その企業の中核的な能力

Ciscoの直近のM&A動向図表1-2-2-78

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

日付 買収企業 企業概要

2012年11月 米Cloupia データセンターインフラ・ソフトウェア

2012年11月 米Meraki クラウドネットワークソリューション

2012年11月 米Cariden テレコムサービス事業者向けのネットワーク設計・
トラヒック制御ソリューション

2012年12月 米BroadHop 通信事業者向け制御・サービスマネジメント技術

2013年1月 イスラエルIntucell モ バ イル 分 野 向 けSON（Self-Optimizing 
Network）ソフトウェア開発

2013年3月 オーストリアSolveDirect クラウドサービス管理ソフトウェア開発

2013年4月 英Ubiquisys 3G/LTE小型基地局・シームレス接続技術

Ciscoの売上構成比と事業概要＊63図表1-2-2-77

※2005年～2009年は詳細区分の売上は開示されていない
（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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ICT分野（世界上位250社）における研究開発費対売上高比図表1-2-2-79

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

（％）

2011 年 2006 年

0 2 4 6 8 10 12 14 16

通信

IT サービス

IT 機器

エレクトロニクス

インターネット

通信機器

セミコンダクタ

ソフトウェア 15.1

15.2

11.5

5.7

5.5

4.5

0.9

0.8

13.8

13.6

11.9

9.4

4.0

2.8

1.9

平成25年版　情報通信白書 111



「
ス
マ
ー
ト
I
C
T
」
の
進
展
に
よ
る
新
た
な
価
値
の
創
造

第
1
章

第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

定系通信では光ファイバなどの超高速ブロードバンド、移
動系通信では第2世代（2G）・第3世代（3G）携帯電話
網からLTE網へと、いわゆる次世代通信網への移行が着々
と進んでいる。特に、今後拡大が期待されている移動系通
信市場では、グローバルでみると、2G/3G通信網に係る
市場が縮小し、それを代替する形でLTE網の需要が大き
く拡大することが予想されている。地域別でみると、先進
国地域を中心に移行が進み、その後を新興国地域が続き、
将来的には後者の市場が最も大きく占める市場となる見通
しである（図表1-2-2-81）。

そして、LTEに関する特許においては、
Qualcommを 筆 頭 にHuawei、Ericsson、
ZTEが各々7～8％の特許を保有しており、図
表1-2-2-80にある研究開発費に積極投資を
行っている通信機器ベンダーがここにも名を連
ねている（図表1-2-2-82）。これらの傾向から、
各社ともに重要な特許をおさえ国際標準化活動
に積極的に関与していくことを重視しているこ
とがうかがえる。

これら技術基盤の進展は、通信機器ベンダー
にとって、コモディティ化が進むこのレイヤー
では重要な市場機会となりうる。その典型例は
前述のCiscoにおけるレガシーネットワークからIPネットワークへのシフトによるシェア拡大であろう。通信
機器ベンダーのグローバル展開モデルにおいて留意すべきことは、これらネットワークを構成する基盤技術の

「破壊的イノベーション」＊65による技術の不連続な変化を捉えた戦略的な対応であろう（図表1-2-2-83）。
このように通信市場に大きな変化をもたらす技術のフェーズシフトのタイミングでは、当該市場を狙う企業に

とってチャンスとなる一方、それを生かすためには、次世代技術として期待されるクラウドやSDNなど新しい
トレンドを見極め、いち早く取組市場を獲得することが重要である。とりわけ次世代通信網においては、標準化

移動体通信技術別の市場規模予測図表1-2-2-81

（出典）Gartner資料より総務省作成
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主要ICT企業の研究開発費図表1-2-2-80

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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NTT ドコモ
5%

その他
11%

＊65	Clayton	M.	Christensen：ハーバード・ビジネススクール教授。「イノベーションのジレンマ」（Harvard	Business	Review	
Press,1997）という著書で、技術の不連続な変化によるトップ企業の栄枯盛衰を、破壊的イノベーションというキーワードを用いて描いて
いる。
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された技術を用いた多様な機器や端末の利用が想定され
ていることから、様々な事業者の参入が進むことが予想
される。

エ　主要国内事業者における海外展開状況
（ア）NEC

NECは、事業の柱である通信事業者（キャリア）向
け事業において、付加価値の高いサービス・マネジメン
ト分野に着目している。具体的には、近年需要が高まっ
ているTOMS＊66の提供を強化しており、同分野の海外
事業展開を目標として掲げている。2008年10月に通信事業者向けソフトウェア・運用支援システム等を提供
する米NetCracker社、2012年5月に米Convergysの業界大手の事業支援システム（BSS）事業を買収するな
ど、当該ビジネス領域の強化と海外事業展開を加速させている。

また、次世代ネットワーク技術SDNについても世界に先駆けて取組、技術開発・製品開発を進めている。
2013年2月には、SDN及びNFV（Network Functions Virtualisation）技術に係る通信事業者のネットワー
クへの実装について、スペインTelefonicaとの共同開発を発表するなど、同技術に係る海外展開の地盤固めを
進めている。

このように、同社の海外展開においては、コア・コンピタンスとするIT・ネットワーク技術力を生かした、
エンドツーエンドソリューション（SDN～TOMS～サービスアプリ連携等）の提供を目指しているといえる。

（イ）富士通
富士通は、従来北米やアジア市場を中心に、通信機器を供給してきた。とりわけ、メトロ光伝送システム＊67

においては、北米市場で27％＊68のトップシェアを有しており、2位のCiscoを押さえているなど、一定の競争
力を有している。2012年1月には、米AT＆TのIPネットワークの光電送分野ドメイン・サプライヤ（優先ベ
ンダーリスト）の1社として指定され、同社のメトロ・ロングホール光伝送整備＊69の展開に弾みをつけている。
また、英国における同社ITサービス子会社である富士通サービスは、同国の通信事業者と連携して光ファイバ
網の敷設を進めている等、光伝送に係る同社のプレゼンスの向上に貢献しているといえよう。

光伝送系の強み、あるいはICTサービス市場における市場ポジションや強みを活かし、他の市場への展開を
目指している。

（ウ）日立製作所
日立製作所は、現在売上高が約1.8兆円（2012年度実績）で全社売上高の約18%（2012年度実績）を占め

る情報・通信システム事業について、2015年度までに2.1兆円まで拡大する方針を掲げている。その成長エン
ジンの一つとして海外市場を挙げており、現在の海外売上比率である約26%から約35%まで拡大させることを
目標としている。現在は、世界シェア上位に位置している企業向け大型ストレージ事業やATM事業などを手掛
けており、今後はこうした強みを持つ領域を核としたプラットフォーム・ソリューション事業の拡大、グローバ
ルコンサルネットワークの拡大などの垂直統合化の推進を、グローバル事業の方向性として打ち出している。さ
らに、ICT とインフラの両分野を手掛けていることから、その技術を社会インフラ分野の高度化に資するべく、
電力・水道・鉄道・農業・防災等のインフラ領域において「モノづくり技術」「OT(Operation Technology)」
＊70「IT(Information Technology)」を融合した「社会イノベーション」事業の展開にも注力しており、ICT
を活用したビジネス・バリューチェーンの革新を目指している。

＊66	Telecom	Operations	and	Management	Solution	:	通信事業者のサービス提供に必要な運用管理システムの総称。一般には、顧客のビジ
ネス遂行を支援するBSS・ネットワークの運用業務を支援するOSS（前述）、サービス提供基盤SDP（Service	Delivery	Platform）を含
む。

＊67	中距離通信網向けの光伝達システム
＊68	OVUM社（英国のICT分野の市場調査会社）調査に基づく（2013年3月）。
＊69	中・長距離通信網向けの光伝達システム
＊70	業務ノウハウ・制御装置

通信機器レイヤーにおける技術革新図表1-2-2-83

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, 
Inc. 

単位性能
当りコスト 

基盤技術B 基盤技術C 基盤技術A 

現在の基盤 
（ＩＰ/クラウド） 

次世代の基盤 
（ＳＤＮ？） 

次次世代の基盤 
（？） 

近い将来 現在 先の将来 

破壊的なイノベーションにより 
不連続な変化が起きる 
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（エ）東芝
東芝は、グローバル事業を積極的に進めてきており、全社の海外売上比率は既に55%（2011年度）に達して

おり、2014年度には65%まで拡大させることを目標としている。ICT事業であるデジタル製品や電子デバイス
事業を手掛けるほか、発電分野において世界トップシェアを誇る社会インフラ事業にも注力している。同事業で
はM&Aによる規模拡大を進めることで、世界各国の拠点を通じたグローバル展開を図っており、その他スマー
トコミニュティ・クラウドサービス等の分野においてはIBMやHP等の海外大手企業とのアライアンスも強化
し事業展開を加速させている。とりわけ、新興国の社会インフラ事業に注力しており、各種大型プロジェクトの
受注を目指している。日立製作所と同様に、当該領域での機器供給、インフラシステムの運用等に係るマネージ
メントサービスの提供等を目指している。

オ　通信機器レイヤーにおけるグローバル展開の展望（まとめ）
ここまで述べたように、通信機器ベンダーのグローバル展開の方向性としては、①技術優位性を有する機器・

システムの提供を武器にする「水平展開モデル」と、②海外の通信事業者のベストパートナーとしてネットワー
ク運用・保守等を一括して請け負う垂直展開型の「マネージドサービス型モデル」の2つに大別されているのが
現状である。

しかし、前者の①「水平展開モデル」は、標準化によるコモディティ化が進む当該レイヤーでは、大量生産に
よる低価格と圧倒的な品揃えを武器にした、規模を追求するモデルが主流になっている。我が国のベンダーが同
様の手法を追従し、持続的なビジネスモデルとして成立させることは、圧倒的な技術優位性や、技術の変遷を見
越した新規市場等でない限りハードルが高いと考えられる。

他方、後者の②「マネージドサービス型モデル」は、グローバル市場の標準的なビジネスモデルである。その
ため、我が国通信機器ベンダーは、当該サービスを提供する上で必要な事業リソースを、M&Aや戦略的提携

（CiscoはM&Aに加えて競合他社を含む通信機器ベンダーとの戦略的提携により、ソリューションの拡大を図っ
ている）等を活用して獲得する必要がある。また、先行他社との差別化の観点から、自社の強みとなるソリュー
ションを見極め、補完関係となる主要事業者とWin-Win関係を構築することにより、グローバル通信事業者が
抱える課題への対応力や新たなビジネスモデルの提案力を持って、国内外のグローバル通信事業者とともに展開
していくことが重要になる。

このような展開においては、通信事業者が直面している課題（トラヒック増加・制御対策、ネットワーク運用
の効率化・コスト削減等）の解決や技術基盤のフェーズシフトを睨んだ提案が重要になる。加えて、次世代に向
けた技術開発投資を継続的かつ戦略的に行っていくことや、利害関係者を巻き込んだ仲間作りや標準化活動な
ど、ハイレベルなアプローチを戦略的に進めていく必要がある。我が国においては、世界的に見ても超高速光通
信や高速モバイル通信が普及しており、関連した高い技術と運用ノウハウを保有している。また、通信機器ベン
ダーの中には、IPネットワークの基盤として注目されるクラウドサービスについて、国内外のグローバル通信
事業者と連携関係を有している企業が存在し、次世代ネットワークの技術基盤として注目されるSDNにおいて
も、早くから標準化活動や仲間作りに取り組んでいるところである。

加えて、上記以外の新たな展開モデルとして、日本の高い技術やノウハウを生かし、前述（4）で述べたソ
リューション等へ進出する「③上位レイヤー進出」や、前述（5）で述べた「④インフラ輸出」モデルも考えら
れる。前者の領域は多種多様な企業が参入しており競争市場ではあるが、日本企業の強みである技術力やノウハ
ウを核とすることで、海外におけるプレゼンスを高め、参入していくことが期待される。後者についても、米
国・中国等との競争が激しい市場であるが、ICT技術をインフラと融合させ、あるいはコモディティ化してい
ない「モノづくり」と連携することで、成長性が高くインフラ需要の高まるアジア・太平洋地域等の新興国を中
心とした地域へグローバル展開していくことが期待される。

当該レイヤーは冒頭でも述べたように、ICT産業の中でも特にコモディティ化が進み競争が激しい分野であ
る。そのため、非コモディティ化領域にもいかに進出し収益を確保するかが、今後の成長に向けた最大の鍵とな
ると言えよう。我が国としてはネットワークにおけるレガシーからのマイグレーションやSDN等の次世代基盤
の動向を睨みつつ、日本の高い技術力やノウハウを差別化の武器にし、自社の強み分野に応じて上記②・③・④
の3モデルから選択しグローバル市場に展開していくことが有望であると期待される（図表1-2-2-84）。
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通信機器レイヤーのグローバル展開の展望（イメージ図）図表1-2-2-84

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

マネージドサービス型 
NW運用・保守レイヤーの取込 

 
 
 
 

 M&A 
提携 

   通信機器ベンダー事業 

上位レイヤー進出 
自社の強みを生かした 
ソリューション等による 

差別化 

インフラ輸出 
モノづくり産業 

との連携 

非コモディティ 
レイヤーへの進出 

＋SDN・クラウド等の 
次世代基盤における 
仲間作り・標準化戦略 

コモディティ化の進展 

SDNについて

SDN（Software Defined Network）とは、ネッ
トワークの構成等を、すべてソフトウェア的なアプ
ローチで変えられる、いわゆる「新たなネットワーク
アーキテクチャ」、「新たなネットワークコンセプト」
の総称である。具体的には、既存の物理的なネット
ワーク上で、論理的に重ねて構築するオーバーレイ型
の仮想ネットワークであれば、スイッチ等の機器の設
定や制御までを操作することができる。従って、ネッ
トワークの物理的な構成に依存しないネットワーク制
御を実現するものである（図表1）。

近年、ネットワーク仮想化が注目されているのは、
サーバの仮想化やクラウドサービスの浸透に伴って浮
彫りになってきた課題を解決できる可能性があるためである。例えば、仮想化環境のネットワークには運
用の手間がかかる点、また同環境を支えるのに必要なネットワーク（レイヤー2）には規模に限界がある等
の点が挙げられる。こうしたネットワークの仮想化のコンセプトの実現に向けて、日・米を中心に様々な
事業者（ネットワーク機器メーカー、通信事業者、インターネット事業者等）が取り組んでいる状況であ
り、ベンチャー企業の取組も見られる。（図表2）。

米国調査会社のIDCでは、OpenFlow/SDN市場＊71は、2013年の3.6億ドルから、2016年には37億

トピック

SDNのイメージ図表1

（出典）NEC資料より作成
Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, 

Inc. 

OSSによるクラウド管理 
ネットワーク制御 

統合制御機構 

仮想マシン 
仮想マシン 

ユーザー毎のインフラ仮想化・最適化 

ネットワーク資源 コンピュータ資源 センサ資源 

ダイナミック
に変化する
ネットワーク 

ダイナミックに
切り替わる 

端末無線方式 

ダイナミックに
動き回る 

コンピュータ 

プログラマブル 
フロースイッチ 

SDN関連企業図表2

（出典）『日経コミュニケーション』2011年11月号
図１．日本を中心に、様々なプレーヤーが仮想ネットワークに向けた市場に殺到している

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

通信事業者 

クラウドサービス クラウドサービス 

VM 

仮想スイッチ 

ハイパーバイザー 

広域のレイヤー2ネットワーク 

• 米グーグル 
• 米フェイスブック 

• NTTコミニュケーションズ 
• 米ベライゾン 

• NEC 
• NTTデータ 
• 米シトリックス・システム 
• 米ニシラネットワークス 
• 米ビッグスイッチネットワークス 
• 米ベライゾン（米クラウドスイッチ） 
• ミドクラ 

• NEC 
• 米アリスタネットワークス 
• 米エクストリームネットワークス 
• 米シスコシステムズ 
• 米ジュニパーネットワークス 
• 米ブロゲートコミニュケーション

ズシステムズ 

LANスイッチ 

コントローラー 

VM ： 仮想マシン 

仮想ネットワーク（Software Defined Network） 

VM 

仮想スイッチ 

ハイパーバイザー 

• 米エンプレイン 
• 米シトリックス・システムズ

（米クラウド・ドットコム） 
• 米ニシラネットワークス 
• 米ビヤッタ 
• 米ベライゾン（米クラウドス

イッチ） 
• ミドクラ 

＊71	 スイッチング・ルーティング、サービス、ソフトウェア含む
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（7）上位レイヤーのグローバル展開

上位レイヤーは、ICT産業の中でも企業の「新陳代謝」が顕著であり、比較的短期間のうちにベンチャー企
業から新たな「スター企業」に成長するなど、グローバル市場においてダイナミックな市場環境を形成してい
る。上位レイヤー産業で成功し、グローバル展開している事業者の多くはプラットフォーム事業者と呼ばれ、上
下レイヤーの産業を巻き込んだエコシステムを形成することにより、高い収益性と雇用創出力を有している。

　プラットフォームレイヤーはその発展過程でおおむねネットワーク効果が生じており、プラットフォーム事
業者がさらにグローバル展開を図ることにより、エコシステムに組み込まれた上位レイヤーに相当するコンテン
ツ・アプリ事業者が数億人規模の利用者を対象としたグローバル市場でのビジネス機会を得ることが可能にな
る。また、当該レイヤーはグローバル市場で活躍するコンテンツ・アプリ事業者から新たなプラットフォーム事
業者が生まれ、Google、Facebook等のように既存のビジネスモデルを塗り替えるような新興企業が誕生する

ドルまで拡大すると予想しており、今後急激に拡大す
ることが期待される。同社は、市場拡大の初期のス
テップとして、大規模クラウドサービス事業者、大規
模データセンター、研究・教育機関、金融機関による
導入が進むとしている。その後、既存のネットワーク
インフラ環境の上で、SDNのエコシステムが形成さ
れるとしている（図表3）。

SDNを実現するための代 表的な技 術として、
「OpenFlow」が注目されている。OpenFlowは、
2008年 に 米 ス タン フォード 大 学 が 立 ち 上 げ た

「OpenFlowコンソーシアム」が提唱しているネット
ワーク制御技術のことであり、オープンソースで開発
されている。 「OpenFlow」では、ネットワーク機器
と経路を制御する機器が分かれ、経路を集中して管理
するため、ネットワーク機器が各機器の物理配置に縛
られることなく、切り替えの設定が容易に行うことができる点が主な利用メリットである。このように、
OpenFlow/SDNはネットワーク設計、運用（管理制御）、サービスをオープン化するコンセプトであり、
ネットワークあるいはICTサービス産業にも革新的なインパクトを与えるものとされる。

OpenFlowは、現在では、商用利用に向けて「Open Networking Foundation（以下、ONF）」で、
参加各社からの意見を取り入れたオープンな規格として制定作業が進められている。 「ONF」には、NEC
やNTTグループなどの通信事業者、Ciscoやブロケードネットワークスなど世界のルーターやスイッチの
ベンダなどが参加しているほか、GoogleやMicrosoft、facebookなどのクラウドサービス事業者も参加
している。「OpenFlow」では、物理位置を意識せずにリスクを分散できる柔軟性のあるネットワーク構成
が構築可能になり、クラウドサービスの管理が容易になる（図表4）。ONFにクラウドサービス事業者が
参加する理由の一つとしてこうしたメリットが挙げられる。

世界のOpenFlow/SDN市場予測図表3

（出典）米IDC ”WW SDN Forecast:Enterprise Datacenters and Cloud Providers”

出典：米IDC 

図表３ 

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

ONF参加企業・団体図表4

業種 主な企業

クラウドサービス事業者 米Google、米Facebook、米Microsoft、米Yahoo

通信事業者 NTTグループ、独ドイツテレコム、米Verizon Communications

ネットワーク機器向けチップベンダ 米broadcom、米Marvell Technology Group

ネットワーク機器ベンダ 米IBM、NEC，Ericsson、米Ciena Communications、米Cisco、米Juniper Networks、米Dell、米NETGEAR、米HP、
Force10 Networks、米Brocade Communications Systems、米Riverbed Technology Networks

仮想化ソフトウェアベンダ 米Citrix Systems、米VMWare
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可能性を秘めている。
過去15年間において誕生した上位レイヤーの主要事業者と現在の事業規模を見ると、1990年代にアプリケー

ション、電子商取引、ビデオ配信等の新興企業が登場し、2000年代以降にSNSやクラウドソーシング等の領域
における新興企業が登場しており、現在のAmazonやGoogleのように売上高1兆円を超えるグローバル企業に
成長している事例も存在する。日本企業では、楽天、DeNA、GREE等が存在しており、昨今ではグローバル
展開を積極的に推進している（図表1-2-2-85）。

ア　上位レイヤーの市場動向
上位レイヤーは、グローバル市場における有線及び無線のブロードバンド環境の整備と企業の自由競争を背景

として、急速にその市場規模を拡大している。上位レイヤーは米国企業が中心となっているが、リーマンショッ
ク後も順調にその市場（主要事業者の売上高合計）を拡大している（図表1-2-2-86）。

また「Gang of Four」とも称されるApple/Google/Amazon/Facebookにおいては、昨今の営業利益率を
見るとやや鈍化しているものの、当該レイヤーの企業は、特にデジタル・コンテンツを中心に、今もなお成長性
や収益性の面でICT産業全体を牽引する存在感があることがわかる（図表1-2-2-87）。米国を中心に次々と生
み出されてくるグローバル・ネットビジネスの潜在能力の高さがうかがうことができ、産業の活性化を促すとい
う意味でも上位レイヤーの企業が重要な役割を担っていることが推察される。

過去15年間における主要な上位レイヤー企業の設立と現在の事業規模図表1-2-2-85

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

Netscape 

Yahoo! 

Amazon 

eBay 

Netflix 

Google 

LINE 

MySpace 

YouTube 

oDesk 

Twitter 

Hulu 

Zynga 

Airbnb 

Uber 

Gengo 

Pinterest 

Fab 

米
国 

日
本 

楽天 

Cyber Agent 

DeNA 

GREE 

mixi 

AOL買収 

Google買収 

4.48B 

1.5B 

1.47B 

N/A 

2.0B 

130M 

4.99B 

61.09B 

14.03B 

49.96B 

3.61B 

売上高（$) 

Facebook 5.09B 

1.28B 
アプリ/ポータル 

EC 

映像OTT 

SNS 

クラウドソーシング 

凡例 

360M 

350M 

695M 

N/A 

360M 

N/A 

N/A 

N/A 

図表１-2-2-85 

米国の主なプラットフォーム事業者の業績推移図表1-2-2-86

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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米国における主なICT上場企業の業種別評価図表1-2-2-87

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

デジタルコンテ
ンツ系の上位レ
イヤーサービス
は高い成長性

Apple 等

Google, facebook,Yahoo!, 
Baidu, Groupon, Zynga, 
LinkedIn 等

Activision Blizzard, Electronic 
Arts, Konami Corp 等 .

Microsoft, 
Oracle 等

Amazon,BestBuy 
eBay, Netflix 等

e コマース系の
上位レイヤーは
物流投資等の負
担があり成長性
自体は高くない
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システム

通信機器

有料放送 家電
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ソフトウェア（アプリケーション）

電子ゲーム・マルチメディア
情報技術サービス

セミコンダクタ

通信サービス

バブルサイズは売上高規模
（10 億米ドル、直近 12 ヶ月）
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イ　日米中の主な上位レイヤー企業の成長性と海外展開
日米中の主な上位レイヤー企業の成長性と収益性をみると、成長性の観点では、世界的にユーザー数を伸ばし

ているFacebookやGrouponが注目される。他方、収益性の観点では、日本のGREEやDeNA、中国Baidu
が、Appleよりも高いなど、高収益体質であることがわかる。NetflixやZyngaは、国内外の投資（M&A）を
続けており、直近では営業利益の水準が低くなっている。

海外展開の観点からみると、米国の上位レイヤー事業者は、売上の40%～60%が海外事業に基づくものであ
り、規模の拡大において海外事業が重要な役割を担っていることがわかる。なお、DVDレンタルというローカ
ルサービスからスタートし、ストリーミング事業へシフトしつつあるNetflixは、現時点では海外売上比率は低
い状況である（図表1-2-2-88）。

さらに米国の上位レイヤー事業者の海外売上比率の推移をみると、約10年間で、Appleは40%台から60%
台へ、Google/Amazonは30%台から40%～50%台へと海外事業への依存が高まっていることがわかる。他
方、Facebook、Zynga、Grouponは、設立間もないに
も関わらず、積極的に海外展開を図っていることから、既
に30%～50%の海外売上比率を誇っている。前者の4社
と比べると、売上規模はまだ小さいため変動しやすいもの
の、上位レイヤーであるほど、短期間のうちに海外展開に
よる売上増が見込めることを示唆している。前述のとお
り、ストリーミング事業へ注力し、ローカルからグローバ
ルへのシフトを進めているNetflixも、2年間で海外売上
比率が急激に伸びていることがわかる（図表1-2-2-89）。

ウ　上位レイヤーのグローバル展開モデル
国内外の主要上位レイヤー事業者の主な海外展開事業を

整理すると、主に特定の分野（ゲーム・SNS）に特化し
て事業を展開している事業者（NHN　Japan、Cyber Agent、GREE、DeNA、Zynga、Facebook）と、多
角化と垂直展開を追及し、自らエコシステムの拡張を図っている事業者（楽天、Amazon、Google、Netflix、
Apple）に大別されるだろう。加えて、主要グローバルプレイヤーのユーザー数を見てみると、多くの企業で億
レベルのユーザー数を抱えており、上位レイヤーの成功にはグローバル展開による規模の拡大が重要であること
が見て取れる（図表1-2-2-90）。

日米中の主な上位レイヤー事業者の成長性と海外展開の関係図表1-2-2-88

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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米主要上位レイヤー企業の海外売上比率の推移図表1-2-2-89

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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一方、上位レイヤー事業者のグローバル展開については、①ベンチャーから成長したプラットフォーム事業者
が、国内で構築したエコシステムをグローバルに水平展開し、将来的にグローバル市場でのクロスセルプラット
フォームの構築を指向するモデル「プラットフォーム展開」と、②グローバルに通用するアプリケーションを有
するコンテンツ・アプリ事業者が、プラットフォーム事業者の支援・流通基盤を利用してグローバルに展開して
くモデル「コンテンツ・アプリ展開」の2つが想定されるだろう（図表1-2-2-91）。

以下、グローバル市場での競争が激化する中で日本企業が一定の地位を確保している例として、ソーシャル・
ゲームアプリを取り上げその動向を見てみる。

（ア）ソーシャルアプリ・プラットフォームの海外展開
ソーシャルアプリ・プラットフォーム事業者のDeNAとGREEは、国内での成功を基盤に、グローバル展開

を推進している。現在の両社の海外展開体制は図表1-2-2-92であり、DeNA は、2014 年度にグループ売上高 
4,000～5,000億円を目指すこと、そのうち 50% は海外売上にすることをビジョンとして掲げている。

また、両社のグローバル展開においては、2010年末から現在にかけて競い合うように海外現地企業との資本
提携・業務提携を加速させており、大型買収にも踏み切っている。このように海外展開を目指すプラットフォー
ム事業者にとって、海外向けコンテンツの開発拠点の確保、デベロッパーとの提携は、グローバル市場における
エコシステムを形成する上で、重要な意味を有していることがうかがえる。（図表1-2-2-93）。

上位レイヤー企業のグローバル展開モデル図表1-2-2-91

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, 
Inc. 
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主要上位レイヤー企業の海外展開事業の類型図表1-2-2-90

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（イ）ソーシャル・ゲームアプリの海外展開
上位レイヤーにあるソーシャル・ネットゲーム業界においては、世界的な傾向として、買収・提携を通じた

「開発者囲い込み」や「開発者の奪い合い」が起きている。Digi-Capital社によると、2012年における世界の
ゲーム業界におけるM&Aは過去最高額の40億ドルを超えたと報告している。（図表1-2-2-94）。特に直近の買
収事例を見てみると、ソーシャル・カジュアル系ゲームの金額が高く、件数ではモバイルゲームが牽引してお
り、日本の他、米国・中国・韓国・ヨーロッパの間で、業界内の再編が進みつつある（図表1-2-2-95）。

DeNA とGREEにおけるM&A・提携の事例図表1-2-2-93

DeNA とGREEの海外展開状況（上段：DeNA、下段：GREE）図表1-2-2-92

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

企業 国内 アジア 北米 欧州 その他地域

サービス
Mobage 夢宝谷 Mobage Global(アメリカ・カナダ，イギリス・アイルランド，オーストラリア、ニュージーランド）

GREE Open Feint

拠点 
（展開都市）

横浜、大阪、新潟
上海、北京、深セン、

ソウル、シンガポール、
ハノイ

サンフランシスコ、マウンテンビュー、
ニューヨーク、　バンクーバー

ストックホルム、アムステルダ
ム、ロンドン サンチアゴ

東京・大阪 北京・ソウル・シンガ
ポール サンフランシスコ・ バンクーバ アムステルダム・ロンドン ドバイ・サンパウロ

主な 
開発拠点

BDNA
Dena China, Punch 
Entertainment（ベト

ナム）
Ngmoco, Game View studio等 Rough Cokkie（オランダ）, 

DeNA Sweden Gameview studio （パキスタン）

株式会社ケイプ UltiZen Games Gree International, OpenFeint － －

プ ラ ッ ト
フォーム 
連携

Yahoo! Japan 91.Com － － －

－
Tencent（中国）、

mig33 (東南アジア)、
The9(中国)

－ － mig33（中東・アフリカ）

キャリアとの
提携

KDDI SKTと提携（11年8
月）

米AT&T（OF経由）ゲームコミニュティPF
にて協業。 － －

NTTドコモ SingTelと包括的提携 AT&T － －

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

企業 時期 M&A・提携先　企業 企業概要 内容

DeNA 2010年10月 エヌ・ジー・モコ（米カリフォルニア） 北米・欧州など。約1750万人 買収（４億300万ドル）

GREE 2010年11月 ｍｉｇ33（シンガポール） モバイルSNS（東南アジア、 アフリカ等）。 約
5000万人。 出資（金額は非公表）

DeNA 2010年12月 サムスン電子（韓国） 端末メーカー 業務提携（端末にプリインストール）

GREE 2011年1月 テンセント（中国・広東省） 中国最大のＳＮＳを展開。約6億5000万人 業務提携（ＳＮＳ会員にゲームを提供）

GREE 2011年4月 オープンフェイント（米カリフォルニア）
スマホ向けゲームの会員同士をつなげる「ソーシャ
ル機能」を提供（北米・欧州・アジア）。約7500
万人

買収（１億400万ドル）

DeNA 2011年5月 ラフ・クッキー（オランダ） ゲーム開発（北米・欧州など） 子会社による買収（金額は非公表）

GREE 2012年5月 米ファンジオ RPGゲーム開発企業 買収（2.1億ドル）

GREE 2011年8月 中国UltiZen Games ソーシャルアプリ開発 出資（議決権比率５．１%）

DeNA 2011年9月 ベトナムPunch　Entertainment ゲーム開発 買収（完全子会社化）

GREE 2012年5月 英マインドキャンディ 子供向けオンライン教育コンテンツ 業務提携（モバイル開発・提供）

GREE 2012年8月 韓NCsoft オンラインゲーム会社「Lineage」等 業務提携（モバイルゲームの開発・提供）

GREE 2012年8月 仏Mobparterと提携 フランス大手広告。世界最大のモバイルアフリエイ
トNWを有する 業務提携（広告事業）

ソーシャル・ゲームアプリのM&A等に関する動向図表1-2-2-94

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
Dgi-Capital

世界のゲーム関連のM&A額（縦軸）・件数（横軸）世界のビデオゲーム関連投資額
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エ　上位レイヤーにおけるグローバル展開の展望（まとめ）
前述したプラットフォーム展開においては、成功しているのは一部事業者に限定される。またコンテンツ・ア

プリ展開については、より上位のレイヤーになるほど、各国・地域でのローカル最適化に対する要求が強いこと
が想定されることから、グローバル展開に際しては現地の同業他社をM&Aや戦略的提携により獲得し、現地で
の顧客基盤を確保しながら、国内で培ったエコシステムのノウハウを現地化していくケースが増えていくものと
推察される。

また、上位レイヤーにおいては、グローバル展開が他レイヤーと比較して迅速かつ容易に可能であることが特
徴であり、その成功によって大きな雇用機会を生み出す可能性がある。さらに、この市場における成功企業は
元々ベンチャーを起源にしていることが多く、本節第1項（4）「ベンチャーとICTの動向」でも述べたとおり成
功したプラットフォーム事業者が、ベンチャー起業環境の整備に貢献しているケースも増えている。

このようにベンチャー支援環境の拡充を図り上位レイヤー産業が更に発展することは、当該レイヤーのプラッ
トフォーム化の促進に繋がり、一層のグローバル展開に波及していくことが期待されるところである。

（8）ICT産業におけるグローバル展開の効果推計

ICTサービス、通信、通信機器、上位レイヤーにおける国内主要事業者が、海外先行事業者をモデルケース
としてグローバル展開を本格化した場合に、その成功により期待される効果推計を図表1-2-2-96の推計モデル
に基づき行った。その結果、日本の主要事業者がグローバル展開を本格的に行った場合、現状の国内売上高

（2012年時点）の約4分の3倍に相当する、17.5兆円規模の海外売上高が達成できるポテンシャルを有してい
ると推計された（図表1-2-2-97）。

本推計では、前述（5）のインフラ輸出の効果は想定していないが、それを踏まえても日本主要企業のグロー
バル展開がもたらす潜在市場の大きさを示している。

グローバル・ゲーム市場におけるM&A事例図表1-2-2-95

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

投資企業 M&A先企業 金額

米コンソール系：Electronic Arts 米ソーシャル/カジュアル：Popcap 13億＄

米メディア系： ディズニー 米ソーシャル/カジュアル：Playdom 7.63億＄

韓国MMO系：Nexon 韓国MMO：NCSoft(14.7%) 6.85億＄

米ギャンブル系：IGT 米ソーシャル/カジュアル：Double Down Interactive 5億＄

韓国MMO系：Nexon 日モバイル系：Gloops 4.68億＄

米コンソール系：Electronic Arts ヨーロッパソーシャル/カジュアル系：Playfi sh 4億＄

日モバイル系：DeNA 米モバイル系：NgMoco 4億＄

中国ソーシャル/カジュアル/MMO系：Tencent 米MMO：Riot Est 3.5億～4億＄

日コンソール系：Sony 米テクノロジ：Gaikai 3.8億＄

中国MMO系：Tencent 米MMO系：Epic(40%) 3.3億＄

米金融系：Visa 米テクノロジ：Playspan 1.9億＄

米ソーシャル/カジュアル系：Zynga 米ソーシャル/カジュアル系：OMGPOP 1.8億＄

日本モバイル：GREE 日本モバイル：ポケラボ 1.73億＄
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

ICT産業のグローバル展開の効果推計モデル図表1-2-2-96

項目 推計の考え方

推計 ・ ICTサービス、通信（移動体）、通信機器、上位レイヤーの４事業領域において、国内における主要企業を設定。
・ それぞれに対して、海外の目標企業をモデルケースとして設定し、現在の国内売上高にそれらの海外売上比率（対国内売上）を乗じる　
ことで、見込まれる効果の推計を行った。

・ 通信レイヤーにおいては、現在の主流である移動体による海外展開のみを想定。加えて、当該レイヤーは展開先の外資規制や許認可
等の影響を受けることから、新興国と先進国の２地域に分けて推計を行った。
・ その他のレイヤーについては市場がグローバル化していることを踏まえ、地域差は無いものとし一律の効果推計を算出。

ICTサービス ・ 主要国内事業者を２０１２年の売上高規模を基準に３つに分類し、それぞれに対して目標とする海外売上比率を３段階（「①IBM、HP、
Accenture」、「②CSC、Xerox」、「③Samsung SDS、LG CNS」の各平均値）で設定し、各分類に乗じることで算出。

通信（移動体） ・ 国内通信事業者による海外展開は先進国・新興国双方考えられることから、「ARPU(契約者１人あたりの収益)が高い米国」「ARPU
が低い東欧地域」への展開を行ったドイツT-Mobile社をモデルケースとし、その海外売上比率を元に算出。

通信機器 ・ SDN等の新たな技術革新を契機として、ネットワーク全体の運用・管理を高度化していくことによるシェアの拡大を想定し、米国Cisco
社をモデルケースに設定し算出。

上位レイヤー ・ 当該市場においては、ネットワーク効果によりグローバル展開には多くの利用者数の確保が必要であることから、各分野におけるリー
ディングカンパニーを目標とし、SNS市場では米国Facebook、EC市場では米国Amazonをモデルケースに設定し算出。

検証 ・ 各レイヤー共に、推計結果を達成した場合の世界市場におけるシェアを推計し、その比率から一定の妥当性があることを検証。
・ 通信レイヤーにおいては、環太平洋地域の通信キャリアの売上高を検証し、M&Aおよび市場の成長性を勘案し妥当性を検証。
・ ICTサービスレイヤー・上位レイヤーにおいては、主要事業者の中期計画の海外売上比率(おおむね20～40％)を勘案し、本推計結果
における妥当性を検証。

ＩＣＴサービス 
主要事業者 

通信機器主要事業者 

通信 
主要事業者 

２０１２年売上高 
に応じて 

３グループに分類 

ＩＣＴサービス国内売上高 

ＩＣＴサービス国内売上高 

ＩＣＴサービス国内売上高 

海外売上比率（IBM・HP・Accenture平均） 

海外売上比率（CSC・Xerox平均） 

海外売上比率（Samsung SDN・LG CNS平均） 

移動体通信国内売上高 

移動体通信国内売上高 

移動体・新興国展開 

移動体・先進国展開 

海外売上比率（T-Mobile東欧展開） 

海外売上比率（T-Mobile米国展開） 

× 

× 

× 

× 

× 

移動体通信国内売上高 海外売上比率（Cisco） × 

合計（兆円）  １７．５ 

※海外売上比率＝国内売上に対する海外売上の比率（海外売上高/国内売上高） 

＝ 

＝ 

＝ 

８．５ 

６．５ 

１．３ 

上位レイヤー 
主要事業者 

ＳＮＳ事業者 

ＥＣ事業者 

ＳＮＳ事業国内売上高 

ＥＣ事業国内売上高 海外売上比率（Amazon） 

海外売上比率（Facebook） × 

× 
＝ １．２ 

図表１-2-2-97上 

兆円

ICT産業のグローバル展開による効果推計結果図表1-2-2-97

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

1.5 10.1 10.0 1.3 1.2 8.5 6.5 1.3 

0 10 20 30 40 50

海外売上 17.5兆円 国内売上 22.9兆円 

ICT産業のグローバル展開による経済効果 

上位レイヤー ICTサービス 通信 通信機器 上位レイヤー ICTサービス 通信 通信機器 

国内 海外 

売上（兆円） 

現状 

グローバル展開 

3.2兆円 
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放送産業のグローバル展開と次世代放送の取組3

（1）放送産業のグローバル展開

ICT産業における放送産業は、広告業界をはじめ周辺
産業への経済波及効果が大きく、番組の海外展開により

「日本ブーム」を創出し日本のプレゼンスを向上させる効
果を持っており、今でもなお我が国にとって重要な産業で
ある（図表1-2-3-1）。

諸外国においても同様で、韓国の大韓民国文化芸術発展
戦略や英国Creative Britain、フランスのデジタル・フラ
ンス等の国家政策に見られるように、放送産業の取組は今
後の重点施策の一つとして位置付けられており、各国のビ
ジョンや事情に即した政策が展開されている。我が国にお
いても、「知財イノベーション総合戦略」と「日本を元気
にするコンテンツ総合戦略」の2つを柱とする「知的財産
推進計画2012」において、「日本を元気にするコンテン
ツ総合戦略」が掲げられ、クールジャパンの推進によるソ
フトパワーの強化として、「官民を挙げた海外展開の成功
事例の創出」、「日本のソフトパワーの認知向上のためのコンテンツ海外展開」、「インバウンド（海外からの日本
への観光やビジネスの誘致）の推進」等が重要施策として位置付けられ、海外マーケットを視野に入れた取組の
強化が提言されている。

少子高齢化・人口減少が進み、国内市場の内需低迷が叫ばれる我が国において、ハードウェアを中心とした製
造業に次ぐ新たな経済成長の源泉を探すことは喫緊の課題となっており、これら放送コンテンツ産業の海外展開
に大きな期待がかかっている。

本項においては、日本と海外における放送産業の現状と、放送事業者における海外展開事例を交え今後の展望
を分析する。

ア　日本の成長とコンテンツ戦略
映像メディアを中心とす

るコンテンツ産業と世界各
国のGDPとの関連性を見
てみると、映像産業の市場
規模が拡大するとともに、
GDPに占めるサービス産
業の比率および一人あたり
GDPが上昇している。（図
表1-2-3-2）。

また、映像産業の市場規
模は2012年時点で米国の
1,812億ドルを筆頭に日本
は336億ドルとなってお
り、その中でも日本を含む
多くの国で、放送およびサブスクリプション＊72が7割前後を占め、放送分野が映像産業でも中核的役割を担っ
ていることがわかる（図表1-2-3-3）。

加えて、今後高い経済成長が期待される中国・ベトナム・タイ・インドネシアなどのアジア・ASEAN新興国

放送産業によるグローバル展開イメージ図表1-2-3-1

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

2 Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

テレビ 広告産業 

広告産業 

SNS 

パソコン 

携帯 

テレビ 

ゲーム 

音楽 

出版 

アニメ 
ファッ 
ション 

映画 

広告産業テレビ広告産業テレビ広告産業広告産業放送産業 

1-2-3-1 

＊72	サブスクリプション：視聴者が月額料金を支払う形式の放送。主にケーブルテレビ等が該当する。

世界各国におけるGDPと映像産業市場規模の関連性図表1-2-3-2

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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においては、国内産業育成と海外展開支援の両輪での取
組が行われている。そのような背景からASEAN各国に
おける映像産業の成長率は日米を含む先進国に比べて高
い傾向にあり、今後の市場拡大の可能性を秘めているこ
とがわかる（図表1-2-3-4）。
これら放送産業の重要性および海外市場の成長性を踏
まえ、我が国でも、クールジャパン戦略とよばれる日本
文化の海外に向けた対外宣伝および輸出政策が政府主導
にて行われており、海外でも支持が高い日本のアニメ・
漫画・ゲームに加え、J-POPやアイドルなどのポップ
カルチャー、日本の食やファッションなど日本文化に関
する幅広い分野の海外輸出促進が検討されている。その
一環として、コンテンツの海外展開支援施策において
は、映像コンテンツの字幕・吹き替え費用や、日本コン
テンツのプロモーション費用、海外放送局等との番組の
国際共同製作費用の支援補助が、平成24年度補正予算
にて計上されている。
また、平成25年3月より内閣官房にて、官民連携に
よる推進方策及び発信力の強化について検討するための
「クールジャパン推進会議」が行われている（図表1-2-
3-5）。

世界各国の映像産業規模と市場構成比図表1-2-3-3

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

放送（広告収入） Pay-Per-View 放送（その他）サブスクリプション 映画（興行収入）放送（公共料金） ホームビデオVOD その他映像

放送（広告収入） Pay-Per-View 放送（その他）サブスクリプション 映画（興行収入）放送（公共料金） ホームビデオVOD その他映像
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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世界各国の映像産業の成長率および一
人当たりGDPの比較図表1-2-3-4

（出典）クールジャパン推進会議資料

クールジャパン戦略におけるコンテンツ
海外支援策図表1-2-3-5
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イ　海外メディア市場における放送コンテンツの位置づけ
新興国を含むアジアを中心とした海

外では、広告市場におけるテレビ広告
比率が50％を超え最も高い割合を占
めている（図表1-2-3-6）。このこと
からこれらの国々では国民が接触する
メディアの中で、依然テレビは中核的
存在として位置づけられ大きな影響力
を持っていることがわかる。また、こ
れらの地域では放送（広告）産業の年
平均成長率は10～15％前後と高い傾
向にあることからも、今後も更なる成
長が期待される地域であると言える

（図表1-2-3-7）。
一方で、放送コンテンツ産業ととも

に先進国ではインターネット広告の成
長も著しく、米国や日本においては
15～20％占めている状況にある（図
表1-2-3-8）。また、日本や米国と比
較して新興国ではテレビとインター
ネット広告の双方が拡大傾向にあるの
が顕著な点である。（図表1-2-3-9）。
このことからも、OTT＊73やマルチス
クリーン＊74の浸透を背景に、多様な
形態で放送コンテンツの流通環境がア
ジア各国でも整いつつあることがうか
がえる。

アジア・ASEAN地域におけるテレビ広告の位置付けとテレビの平均視聴時間図表1-2-3-6

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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■ASEAN 新興国では、
テレビ広告比率が
高い。視聴者が接触
するメディアの中
での位置付けは最
も高く、影響力は大
きいと考えられる。 

放送（広告）産業の成長率と一人当たりGDPの各国比較図表1-2-3-7

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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＊73	Over	the	Topの略。自社では通信ネットワークは持たずにコンテンツ等を配信する上位産業レイヤーを指し、代表的なものにスマートフォ
ンアプリ企業等がある。

＊74	映像コンテンツをテレビだけではなくスマートフォンやタブレット等、様々ディスプレイに表示させるサービス形態のこと。

世界各国の広告費図表1-2-3-8
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ウ　放送産業のグローバル展開
ここまで述べてきた海外市場の状況や、国内における景気低迷を背景に、我が国の放送事業者各社は国内市場

に依存した事業形態からの脱却を図るため、様々な形態での海外展開を模索している。
本項ではそれら海外展開の主要モデルについて、事例を交えて次の2つの方向性で整理・分析した（図表1-2-

3-10）。一つは、コンテンツを軸に多メディア展開や異業種連携等を図る横軸の方向性であり、放送コンテンツ
の影響力を利用してビジネスの裾野やバリューチェーンを広げていくものである。もう一つは、展開国における
放送事業への関与度を高めていく方向性であり、番組販売という売切り型から、番組の制作協力、番組枠やチャ
ンネルの確保による編成権への関与、業務提携等による経営参画等へと深めていくものである。

日米およびアジア諸国のテレビ広告費とインターネット広告費の推移図表1-2-3-9

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（ア）放送コンテンツ輸出の新展開　～「入口（収入経路）」と「出口（放送コンテンツの展開手法）」の多様化～
従来、放送コンテンツの海外輸出といえば完成パッケージの販売（完パケ）と呼ばれる、日本で放送された番

組に字幕や吹き替え等を行いそのまま輸出する手法が一般的で、今日でも海外輸出の大半を占めるといわれてい
る。

しかし、従来からある完成パッケージ販売だけでは展開に限界があるため、その選択肢を広げる動きが活性化
している。具体的には広告収入、キャラクタービジネス、通販などの収入経路の「入口」と、フォーマット販
売・共同製作などの放送コンテンツの展開手法の「出口」を、それぞれ多様化させ組み合わせることにより、
様々な海外ビジネス展開が試みられている状況にある。例えば、最近では番組のフォーマットやリメイクの権利
の販売や国際共同製作等により、現地ニーズを製作段階から取り込んで現地化を図る戦略等も採られるように
なってきている。また、流通ルートに関しても、従来の放送メディアに対する放映権等の販売に加え、動画共有
サイトと積極的に連携を図ることで動画共有サイト等の違法ダウンロードを抑制し、ネット発信による正規流通
を拡大させる取組等も出てきている。

他方、国内の放送事業者がより積極的に現地事業に関与していく取組も広がりを見せている。現地放送局の運
営に関わり、番組枠やチャンネルを確保して編成権を獲得し、スポンサー付き番組や広告枠の販売等により、国
内で培ったノウハウを活かして広告モデルの事業を現地で行う取組、さらには現地放送局との業務提携により経
営に深く関与する取組である。これらはコンテンツの輸出にとどまらず、より高い「日本ブーム」創出効果が期
待できるとともに人材やノウハウ等の海外展開をも促すものである。

放送コンテンツの主な海外展開手法図表1-2-3-10

3 
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

類型 状況・事例 メリット 課題等

番組の放送権販
売（海外放送で
の放送）

・90年代は日本ドラマがアジアを席巻した
が、最近は円高、韓流ドラマの台頭等に
より減少

・事業リスクが比較的小さい

・海賊版への対策
・外国コンテンツへの規制
・権利処理の円滑化（海外はネット配信権込みの販売が一般的）
・現地ニーズに合わせた話数の確保等
・文化的親近性のあるアジア等ではコンテンツ単価が安い

リ メ イ ク 権 ／
フォーマット権の
販売

・日本で放送したドラマ、バラエティのリメ
イク権、フォーマット権を販売

・市場はここ10年程拡大傾向
・海外制作会社との共同開発もある

・現地の事情に適した製作により、全世界
に販売できる

・番組製作費の一定割合が収入になる
・話数に制限がなく長期間制作＆販売可能

・番組内容はローカライズされるため、日本の情報発信にはな
りにくい

・いわゆる「パクリ」がなされる場合がある

制作コンサルティ
ング受託

・番組制作のノウハウの提供、監修、オリ
ジナル企画の共同開発等

・日本の高い制作技術を活かすことができ
る ・日本の情報発信にはなりにくい

国際共同製作
・ドキュメンタリー、ドラマ等の分野で実績あ

り
・現地で共同出資による製作会社を設立す

る事例もあり

・現地視聴者の受容性の高い番組の製作
が可能

・外国コンテンツ規制をクリアできる

・海外の放送局等との交渉、調整について手間がかかる
・契約や権利処理等に係るノウハウが必要、事業リスクが比較

的大きい

ネット配信権の販
売（ 動 画 サイト
での配信）

・米国、中国の動画サイトでアニメ等を配信 ・動画サイトの利用者は急増
・コンテンツ規制が比較的緩い

・海賊版対策とセットで正規配信に取り組むことが必要
・適正な対価の確保に向けたルール作りが課題
・多くの作品で著作権処理が困難

海 外 放 送 枠 ／
チャンネルの確
保による放送

・台湾、シンガポールの現地放送において
日本の文化、観光、食等に関する番組を
放送

・日本の情報を継続的に発信できる
・現地のニーズを踏まえた編成が可能

・現地のニーズに応じたコンテンツの確保
・ローカライズ等の費用の捻出（広告スポンサーの確保等）

国際放送 ・ＮＨＫワールドＴＶにおいて映像国際放送を
実施

・全世界に対して日本の視点からのニュー
ス、日本の文化生活情報等を放送でき
る

・現地事情に合わせた番組、編集のローカライズができない
・放送枠、ローカライズ等の費用の捻出（広告スポンサーの

確保等）
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加えて放送コンテンツとの連携で周辺ビジネスにより収益を上げる取組も従来から行われている。通販事業、
パッケージ販売等のマルチウィンドウ展開、キャラクタービジネス等が代表例であるが、これらを海外で行う取
組が放送事業者や商社等との連携により行われている。この背景としては放送事業だけでは十分な収益を上げる
ことが難しいことから、物の取引に関わるビジネスを積極的に取り込むことで、コンテンツの波及効果を活用し
た収入増が期待されるためである。特にアニメーションについては、従来からこのような展開手法が国内で実績
を上げており、海外での日本コンテンツの人気を活かした様々な展開が期待されている。また、より現地への関
与度を高めるために、通販チャンネルや通販番組枠を確保して自らの商材を販売する取組も商社を中心に広がっ
ている。

我が国においては、展開先地域のニーズをうまく汲み取りながらこれらの選択肢を効果的に活用することで、
両者におけるWin-Winの関係を築き、「日本ブーム」の創出による波及も念頭に置いた放送コンテンツの海外
展開の促進が今後求められているところである。

（イ）番組販売（完成パッケージ販売）
完成パッケージ販売は、完成している日本の番組を字幕

や吹き替え等を加えてそのまま海外へ輸出する、最も古く
からある一般的な海外展開手法である。我が国では1990
年代はアジア市場を中心に日本ドラマが人気を博していた
ものの、国内市場に対する高い依存性、世界的なブロード
バンドの普及に伴う違法ダウンロード等の増加、韓国コン
テンツの拡大等により昨今減少傾向にある（図表1-2-3-
11）。

その輸出の内訳をみると地域ではアジアが半数を占め、
北米、ヨーロッパが続き、ジャンル別では約半分がアニメ
であり、次いでバラエティ・ドラマが続く状況となってい
る（図表1-2-3-12、図表1-2-3-13）。

一方で、展開先の中心であるアジア・ASEAN地域における視聴者側の意識では、ドラマにおいては、中国
（上海）・タイ・シンガポール・ベトナム（ホーチミンシティ）などで韓国ドラマが日本ドラマより高く支持され
ているものの、日本アニメは台北・香港をはじめアジア各国において満遍なく高い支持を得ている状況である

（図表1-2-3-14）。
完成パッケージ販売は一から番組を制作しなくて良いため、比較的事業リスクが低いメリットがある一方で、

違法配信等の海賊版が発生しやすく、文化的に日本と親近性があるアジア圏では販売価格が安く利益がでにくい
点が指摘されている。また、特にドラマで顕著であるが、日本と海外では番組話数に大きな違いがある点が海外
における番組販売の課題とされている。海外のドラマでは1週間に複数話放送することも珍しくないため、1作
品数十話から時には数百話に及ぶ場合もある。一方、日本ドラマ等は毎週1話づつ、クールと呼ばれる四半期

（3か月間）単位で作品を完結させる作りが主流であるため、1作品十数話なのが一般的であり、日本のドラマは
海外では短いと受け取られがちである。

2010年に海外販売されたドラマ例図表1-2-3-13

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
映像産業振興機構「テレビ番組の海外販売ガイドブック」

番組 主な国・地域

日本テレビ
ホタルノヒカリ１＆２ 香港、台湾、韓国など

怪物くん 香港など

テレビ朝日
相棒 香港、海外日本語放送

臨場 香港、シンガポール、海外日本語放送など

TBS
JIN-仁- 完結編 香港、タイ、海外日本語放送など

夫婦道 中国、韓国、海外日本語放送など

フジテレビ
任侠ヘルパー 台湾、香港など

ガリレオ 台湾、香港など

日本と韓国における番組輸出の金額推移図表1-2-3-11

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」
（平成25年）
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日本における番組輸出の内訳図表1-2-3-12

（出典）総務省 情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査結果」
（平成25年3月）

輸出先
地域別

（2011 年度）

アジア
53.1%

アニメ
48.8%

バラエティ
17.7%

他
10.0%

ドラマ
17.0%

北米
24.7%

ヨーロッパ
19.4%

他
0.2%

ドキュメンタリー
4.2%

スポーツ
2.4%

中南米
2.6%

輸出先
ジャンル別
（2011 年度）
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A　韓国における海外への番組販売
コンテンツの海外輸出を積極的に展開している韓国では、リーチが広く、リピート性の高い放送番組（特に韓

国ドラマ）を低廉な価格で大量に輸出しており、それを国家戦略として継続的に支援することで、韓国のブラン
ドイメージ・認知度の向上、関連商品・サービスの輸出拡大という循環を構築している（図表1-2-3-15）。

韓国のコンテンツ輸出状況は、2011年実績は2.04
億ドルで2010年実績の1.51億ドルから約34.6％以上
増加している。その中でも圧倒的比率を占めるのがド
ラマ（韓流ドラマ）であり2011年の輸出額は1.67億
ドルと全体の8割以上を占めている（図表1-2-3-16）。

そのコンテンツ輸出先としては、日本、中国、台湾
の3か国・地域で本数の半分近く、金額の4分の3近
くを占める。加えてこれらを除くベトナム・マレーシ
アなどのアジア諸国への展開も盛んであり、本数ベー
スで全体の約42%を占めており、アジア全体への輸
出が全体の9割前後を占めている。しかし、金額ベー

アジア・ASEAN地域におけるドラマおよびアニメ視聴意識調査図表1-2-3-14

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
博報堂　Global HABIT調査「アジア10都市における日・韓・欧米コンテンツ受容性比較」（2011年7月）

（％） （％）
好きなドラマのタイプ
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韓国のコンテンツ海外展開戦略＊75図表1-2-3-15

韓国における放送コンテンツの輸出状況図表1-2-3-16

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

ドラマ
教養

映画 娯楽ドキュメンタリー
その他ジャンル

アニメ
その他フォーマット

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2011 （年）2010
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出
額
（
千
米
ド
ル
）

166,949
132,677

23,499

9,786

10,466

432

4,043

203,733

2,644151,397

＊75	 東南アジア研究48巻3号（2010年12月）「韓国政府による対東南アジア「韓流」新興政策－タイ・ベトナムへのテレビ・ドラマ輸出を中心に－」

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

＜コンテンツ産業に対する考え方と期待＞ 
 テレビ番組を含む文化コンテンツ産業は、１つの製品が一度

市場において成功すれば、大きな追加費用を投資することな
く、さまざまなメディアを通じて複製し、転用することにより収
益が生じるOSMU（One Source Multi Use）型の高付加価値
産業である。 

＜コンテンツ輸出の直接的効果＞ 
 韓流ドラマの輸出は、他の文化コンテンツ（音楽・映画・ゲー

ム・アニメなど）の進出を促進する。これらがアジア各国に進
出することで直接的な付加価値を創出し、韓国の文化産業の
発展に大きく貢献している。 

＜コンテンツ輸出の間接的効果＞ 
 韓国の国家イメージと企業ブランドイメージを改善し、製造業、

観光などの関連産業の商品競争力を高め、家電製品、携帯
電話、自動車などの海外輸出を増加させるという間接的効果
を生み出している。 

韓国政府のコンテンツ輸出政策の狙い 

＋ 

※2：実線は増加、破線は減少し
ている分野（05→08期間） 

※1：図中数字は輸出額実績（M＄） 
 左2005年→右2008年 

1-2-3-15 

携帯電話 
19,095→22,114 

家電製品 
14,656→12,896 

コスメ 
306→420 

飲料 
875→1,302 

観光 
1,139→519 

衣類 
ファッション 
2,313→1,526 

アクセサリー 
405→222 

自動車 
27,356→31,288 

放送 
122→160 

出版 
191→260 

映画 
76.0→21.0 

アニメ 
78.4→80.6 

ゲーム 
565→1,094 

キャラクター 
164→228 

漫画 
3.3→4.1 

音楽 
22.3→16.5 

広告 
9.4→14.2 
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スでは日中台以外のアジア諸国は約22％であることから、当該地域へは廉価な価格設定で展開していることが
見て取れる。

一方で、マレーシアやタイ、香港などには一部娯楽やドキュメンタリーも展開しており、マレーシアへの輸出
は金額ベースで25%強がドキュメンタリーとなっている。価格も国毎に異なり、マレーシアは全体平均で約
5,800ドル/本、ミャンマーは同700ドル/本程度となっている（図表1-2-3-17）。

展開先のベトナムなどでは、韓国が輸出した放送番組におけるプロダクト・プレイスメント＊76、タイアップ、
スポンサーCMなど、放送番組を活用した様々な連携を図ることにより、コンテンツと商品（衣服、化粧品、携
帯電話、観光等）がパッケージとして輸出され、相乗効果となって韓国産業の市場開拓に大きく貢献している。
加えて、日本ドラマは内容が斬新で面白いと評されているものの、ストーリーが難解で現地文化に合わず興味を
引きづらい面がある一方で、韓国ドラマはラブストーリーなどシンプルでわかりやすい番組が多く視聴者の支持
を集めていることが指摘されている。（図表1-2-3-18）。

韓国における放送コンテンツの輸出先図表1-2-3-17

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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総本数（右軸）ドラマ ドキュメンタリー アニメ 映画 娯楽 音楽 教養 教育 その他

日本 台湾 中国 アジア（日中台を除く）
中東（アラブ） アメリカ（北中南米） 欧州 アフリカ

地域別コンテンツの輸出金額
（千米ドル）

日本 台湾 中国 アジア（日中台を除く）
中東（アラブ） アメリカ（北中南米） 欧州 アフリカ
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＊76	映画やドラマなどの出演者にスポンサーの商品を持たせ認知度を高める広告手法で、PPとも略される。

ベトナムにおける日本と韓国の放送番組に対する評価図表1-2-3-18

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

日本番組 韓国番組

番組
・内容が斬新で面白い。
・日本のテレビ番組のテーマがベトナムの文化、風習と合わず、視聴者の興味を誘わな

い。
・ラブストーリーや勧善懲悪モノなど分かりやすく娯楽性が高い。
・演技、脚本など製作レベルは日本と比べて遜色ない。

広告 ・日本のテレビ番組を放送しても日本企業がスポンサーにならない。
・番組内のファッション、化粧品、携帯電話などのデジタル製品は韓国企業とタイアップ

になっていることが多い。
・さらに、韓国企業が現地で放映時のスポンサーになり、CMも大量に流されている。

旅行者増にも貢献している。

価格
・日本の番組の価格が高い（韓国の3倍、中国の5倍）。
・日本の番組の著作権が複雑であり、番組を再使用する際、プロダクションや出演者か

ら了承を取らねばならず、手続きが煩雑で時間がかかる。
・韓国の番組価格は安価である（日本の３分の１程度）。
・政府支援のもと官民一体となって低廉な価格で大量に放送コンテンツが輸出された。
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さらに韓国の場合は、放送コンテンツ輸出が牽引する形で音楽コンテンツ輸出が2009年頃より急激に拡大し
ていることも注目される。特に2011年においては、音楽輸出が放送輸出を上回るほどまで増加しており、その
輸出先の8割は日本である（図表1-2-3-19）。この頃は韓流アイドルが日本で立て続けにデビューした時期でも
あり、放送コンテンツを足掛かりとした音楽コンテンツの海外展開を表す例と言えるだろう。

B　英国における海外への番組販売
英国においても番組輸出額は年々堅調に伸びており、2005年（約5億ポンド）から2010年（約14億ポンド）

の6年間で3倍弱に拡大している。輸出先を地域別でみると、北米が全体の約40%、西欧が約30%弱を占めて
いる。年平均成長率（2005年～2010年）では、ラテン・アメリカ（35.8%）や東欧地域（32.0%）が特に高
いが、対アジア地域も24.3%と高い成長率を示している（図表1-2-3-20）。これら同国のコンテンツの海外展
開を牽引しているのは、公共放送BBC社と民間放送最大手のITV社の番組輸出であり、2012年のBBC社にお
いては64.3％が海外からの売上である（図表1-2-3-21）。

英国におけるテレビ番組の海外輸出額内訳・推移図表1-2-3-20

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

英国テレビ番組の海外輸出金額の推移
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韓国における音楽コンテンツの輸出額推移と輸出先図表1-2-3-19

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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また放送コンテンツの輸出種別では、番組販売が全体の約半分を占めているが、近年は、フォーマット販売、
共同制作等の成長が顕著である。輸出金額の種別シェアは輸出先地域によって異なり、同じ欧州地域に対しては
番組販売で約7割を占めるものの、北米地域は2割強に過ぎず、パッケージ販売・フォーマット販売の割合が欧
州地域の約4倍となっている（図表1-2-3-22）。

C　我が国のアニメにおける番組販売（周辺ビジネス展開）
日本アニメにおける海外展開状況は、前述のとおり放送コンテンツの輸出で最も多くを占めており、2011年

の展開状況としては韓国、台湾、香港、タイをはじめとしたアジア地域への展開が盛んで全体の約4割強を占め
ている。また、アニメ輸出の市場規模としては、2005年をピークに減少していたが、2010年に前年度比で市
場が改善する傾向がみられ、2011年時点では約85.5億円規模となっている。加えて、インド等の新興国におい
ては、近年低価格で高品質なアニメ制作が可能となってきており、こうした国々と連携も進んでいるところであ
る。（図表1-2-3-23）。

このように我が国のアニメ輸出が盛んな背景としては、「日本の映像コンテンツといえばアニメ」と言われる
ほど海外で高く支持されていることが第一に挙げられる。加えてアニメはドラマに比べ一般的に話数も多いため
前述の話数による課題が少なく、架空のキャラクターが登場するため吹き替えで起こる人種の違いによる違和感
がドラマに比べ起きにくいことも海外輸出を後押ししている。

一方で、ドイツ・米国などの海外では、映像コンテンツにおける暴力や性描写に関する規制が日本と比べ厳し
い傾向にあり、日本では問題なかった子供向け作品が青少年向けとして放送されたり、イスラム諸国では宗教上
の理由から魔法などのファンタジー表現ができないケースもある。そのため、アニメコンテンツを輸出する場
合、各国の事情や文化を理解した上で適切にプロモーションを行いローカライズすることが必要である。

BBCとITVにおける売上構成図表1-2-3-21

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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※海外売上は、海外における番組販売・配給、BBC チャンネル放送、ウェブ等に
係る売上を含む ※グローバル・エンターテインメント：DVD等のパッケージ配給、240 か国

の放送局への番組配給、フォーマット販売事業を含む。
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＊77

＊77	英国BBC傘下のテレビ制作・配給会社

英国における放送コンテンツのモデル別輸出内訳図表1-2-3-22

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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これらアニメの海外展開状況としては、日本でも知名度の高い「ドラえもん」はブラジル・韓国・タイ・イン
ド・ロシア等33か国、「ポケットモンスター」は68か国で放送されている（図表1-2-3-24）。また、日本にお
ける世界からの音楽著作権収入を見てみると、上位には「ドラえもん」、「NARUTO疾風伝」、「クレヨンしん
ちゃん」など日本でも人気のある作品が入っており、加えて過去5年間の上位10位まですべてアニメで占めら
れていることからも、海外の日本アニメに対する人気の高さがうかがえる状況になっている（図表1-2-3-25）。

加えてアニメ番組は、スポンサーが限定されやすいというデメリットはあるものの、キャラクター商品などの
周辺ビジネスへの展開が他の映像コンテンツに比べ容易であり、放送コンテンツ以外で収益を確保しやすいとい
う大きなメリットがある。その一例として1987年に北米でアニメ放送されたハローキティをはじめとするサン

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

日本アニメの海外展開状況＊78図表1-2-3-23
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日本アニメの海外展開事例図表1-2-3-24

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

番組名 権利者 海外展開状況 放送国・地域（例）

ドラえもん テレビ朝日 33か国
ブラジル、コロンビア、チリ、アルゼンチン、エクアドル、ボリビア、パラグアイ、ベネズエラ、パナマ、
メキシコ、プエルトリコ、ドミニカ共和国、ニカラグア、コスタリカ、スペイン、イタリア、フラン、アルジェ
リア、チュニジア、リビア、サウジアラビア、カタール、UAE、オマーン、韓国、香港、台湾、インドネ
シア、マレーシア、タイ、インド、ロシア、イスラエル

ポケットモンスター 小学館集英社プロダクション
テレビ68か国
映画46各国
映画全世界興行収入
2億8400万ドル

－

NARUTO -ナルト- 小学館集英社プロダクション テレビ80か国以上 フランス、ドバイ

ワンピース 東映アニメーション － イタリア、ドイツ、アメリカ、メキシコ、台湾、タイ、その他

プリキュアシリーズ 東映アニメーション － イタリア、ドイツ、スペイン、台湾、韓国、その他

ドラゴンボールZ 東映アニメーション － イタリア、スペイン、アメリカ、メキシコ、台湾、タイ、その他

日本における海外からの音楽著作権収入図表1-2-3-25

（出典）JASRAC発表資料

２０１１年度 ２０１０年度 ２００９年度 ２００８年度 ２００７年度

ドラえもん　BGM バーパパパ世界をまわる ドラえもん　BGM 明日のナージャ　BGM ドラゴンボールZ　BGM（TV）

NARUTO-ナルト-疾風伝 ドラゴンボールZ　BGM（ＴＶ） ふたりはプリキュア　BGM だぁ!だぁ!だぁ!　BGM 東京ミュウミュウ　BGM

クレンヨンしんちゃん　BGM KAMEN RIDER DRAGON 
KNIGHT BGM クレヨンしんちゃん　BGM ドラえもん　BGM 鋼の錬金術師　BGM

キャプテン翼　BGM MONSTER BGM ケロロ軍曹　BGM ポケットモンスター　BGM ポケットモンスター　BGM

ポケットモンスターBGM ポケットモンスター　BGM ドラゴンボールZ　BGM（TV） 作品　新ルパン三世　BGM 名探偵コナン　BGM

聖闘士星矢　BGM ＮＡＲＵＴＯ　BGM NARUTO　BGM 爆走兄弟レッツ＆ゴー!!　BGM ドラゴンボール　BGM（TV）

かいけつゾロリBGM 赤毛のアン　BGM ポケットモンスター　BGM ぶぶチャチャ　BGM 聖闘士聖矢　BGM

ケロロ軍曹BGM ドラえもん　BGM キャプテン翼　BGM アタッカーYOU!　BGM デジモンアドベンチャー　BGM（ＴＶ）

ぼくたち地球人 ＯＢＡＮ　ＳＴＡＲーＲＡＣＥＲＳ　BGM おジャ魔女どれみ　BGM おジャ魔女どれみ　BGM キャプテン翼　BGM

Bー伝説！バトルビーダマンBGM 聖闘士星矢　BGM とっとこハム太郎　BGM ドラゴンボールZ　BGM（TV） 美少女戦士セーラームーン　BGM

＊78	日本動画協会「日本のアニメの海外展開　2013年版」
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

リオでは、キャラクタービジネスの海外展開を積極的に行っている。同社売上の地域内訳を見ると約45%が北
米・欧州を中心とした海外からの収入となっており、キャラクターの使用権を販売するライセンス収入も着実に
伸びている状況である（図表1-2-3-26）。

a　アニメの番組販売事例：テレビ朝日　インド版「忍者ハットリくん」の日本逆輸入放送
1981年～1987年に日本で放送されたアニメ「忍者

ハットリくん」は、海外でも高い人気があり、世界各国
で番組販売され放送されている。インドでは、子供向け
チャンネル「Nickelodeon India」で2006年に放送を
開始してから大ヒットを記録し、現地から継続的な番組
供給を切望された。このことを受け、「忍者ハットリく
ん」の新規話数を制作する運びとなった。シナリオや絵
コンテ、オリジナルストーリー等はテレビ朝日・シンエ
イ動画が行い、映像を制作する部分はインドのアニメ制
作会社が制作し、インドで2012年から放送されている。
この新しい「忍者ハットリくん」は、2013年5月から
日本のアニマックスに逆輸入され放送が開始し、韓国においても放送されている（図表1-2-3-27）。

（ウ）番組販売（リメイク権・フォーマット販売）
番組販売のもう一つの手法に、番組の企画や脚本、

番組セット等の内容を海外の放送事業者に販売し、実
際の番組は現地の出演者でリメイクすることで、販売
元はそのフォーマット料で収益を得る手法がある。こ
の手法は、まだ我が国ではグローバル展開の中核的な
利益を出すまでには至っていないが、撮影前の企画段
階で販売をすることにより現地ニーズに合わせたロー
カライズを行いやすい仕組であるため、徐々に盛んに
なってきている（図表1-2-3-28）。

我が国でもバラエティー番組を中心にこの手法を活
用しており、海外現地ではその国で馴染みのある出演
者が登場し、その国の言葉で話すため日本の色が出に
くい面もあるものの、人種・言語の違いによる抵抗をなくし、ヒットすれば長期間において安定的な収益が入る
メリットがある。

サンリオの海外展開状況図表1-2-3-26

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
サンリオIR資料・ウエブサイト資料より作成
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日本発のフォーマット販売の海外展開状況図表1-2-3-28

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（出典）テレビ朝日提供資料
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A　フォーマット販売事例：日本テレビ：「マネーの虎」
2001年10月～2004年3月に放送された「マネーの虎」が、「Dragons＇den」のタイトルで世界20か国以上

にてフォーマット販売され放送されている。英国BBCではシーズン10に入るほど好評で、カナダではプライム
タイム＊79で視聴率トップとなり、カナダ最大のテレビ映画祭「カナディアン・スクリーン・アワード（CSA）」
で2013年3月に最優秀作品賞を受賞している。
B　フォーマット販売事例：フジテレビ：「101回目のプロポーズ」

1991年に日本で放送されたドラマ「101回目のプロポーズ」を、中
国でリメイクし2013年2月から公開された映画「101次求婚」が人気
を集めている。公開初日に44万人を動員、興行収入1,360万人民元

（約2億円）を記録し、最終的な興行収入は約2億人民元（約30億円）
の大ヒットとなった（図表1-2-3-29）。＊80

（エ）番組販売（ネット配信）
放送コンテンツの海外展開においては、ブロードバンドの世界的な普

及に伴い、米国のHuluやNetflix、英国のBBC iPlayer等をはじめと
した、放送コンテンツを地上波テレビだけでなくネットでも視聴可能に
するサービスが世界的に展開されるようになってきている。このような
ネット配信サービスの一部は、既に放送コンテンツ制作国以外でも視聴
可能となっており、ブロードバンド環境が整備された国々では人々が海
外の放送コンテンツにアクセスする上で重要な一つのツールとなってき
ている。

一方で海外においては、番組の販売価格にはネット配信のライセンス
費用等もセットで含まれるのが一般的である。しかし、日本の番組は出
演者・音楽・脚本など多岐にわたる権利者が複雑に関わっており、特に音楽や出演者においては1つの番組でも
複数の権利者が関わっているケースが多い。ネット配信の促進において、これらの権利者に個別に許諾を取る必
要があることは、大きなハードルとなっており複数の権利をまとめて処理できる仕組作りが求められている。

また、ブロードバンドの普及を背景にして、海外を中心に動画投稿サイト等を通じたファンサブ＊81による違
法コンテンツ配信の課題も引き起こしており、放送事業者による海外での正規ビジネスの拡大を阻害しているほ
か、権利者が適正な対価を得られていない等の問題が指摘されている。しかし、そのような状況がある一方で、
放送事業者と国内や米国等の大手動画投稿サイトで配信契約を締結する動きも出てきている。放送事業者は公式
チャンネルとして正規コンテンツの配信を行う代わりに、配信サイト側は違法コンテンツを検知・削除できるシ
ステムを用いた技術的対策を講じることで、正規コンテンツの流通ルートを構築した結果、違法コンテンツ対策
として一定の効果を挙げている。
A　テレビ東京：「クランチロール」とのネット配信提携

テレビ東京は2009年1月から米国発の動画共有サイト「クランチロール」と提携している。クランチロール
は米国で2006年に開設された動画共有サイトで、当初は日本アニメ等の違法アップロード・配信が中心であっ
た。しかし、テレビ東京との提携によりクランチロール側も違法配信対策を行い、キー局では世界で初めて日本
のテレビ放映から1時間後＊82に同社アニメが配信されるようになった。これをきっかけとして、クランチロー
ルは現在ゴンゾや東映アニメーションなどアニメスタジオ各社とも提携しており、違法配信対策とセットにした
ネット配信の新しい試みが行われている。

（オ）国際共同製作
国際共同製作は、日本と海外の放送事業者が提携し一つの番組や映画等を製作することである。提携の仕方は

いくつかあるが、企画・シナリオ等の中核になる部分はプロデュース力がある日本で行い、収録・製作は現地で
行うパターンが多い。そのため、海外事業者と権利関係等の契約交渉をスムーズに行い、現地ニーズをいかにつ
かんで的確な番組を製作するかが重要となっている。

＊79	テレビ視聴率が最も高くなる夜間の時間帯で放送各局の看板番組が並ぶことが多い。ゴールデンプライム（GP）帯とも呼ばれる。日本では
一般的に毎日19:00	～	23:00の時間帯を指す。

＊80	1人民元＝14.8円換算。
＊81	作品の愛好家が個人で海外の作品に字幕を付けてインターネット等で配信すること。
＊82	配信まで時間差がある番組も一部ある。

（出典）フジテレビ提供資料

中国版「101回目
のプロポーズ」図表1-2-3-29
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A　TBSテレビ：ベトナムテレビジョンとの共同ドラマ制作
TBSテレビは2013年秋を目指してベトナムテレビジョン（VTV） と日ベトナムの国交樹立40年記念ドラマ

「パートナー」を共同制作する。ドラマは双方のプライムタイムで2時間放送する予定で、記念ドラマ放送後も、
VTVの月～金曜日のプライムタイムでTBSテレビのドラマが集中放送され、さらに日本発放送コンテンツの現
地での訴求を目指すとのことである。なお、CMはVTV分も含めてTBSテレビで販売しVTVに配分するモデ
ルをとる。また、ドラマ制作とあわせてニュース協定を締結しており、両社は今後必要に応じて互いにニュース
素材などの提供を行い、衛星伝送手段や放送設備の使用についても互いに協力し、報道取材を支援していくこと
としている。

（カ）海外放送枠・チャンネルの確保
継続的・定期的な放送コンテンツの輸出手段で最も効果的なものとして、現地のテレビチャンネルの放送枠や

チャンネルを丸ごと確保し、現地ニーズに合ったコンテンツを提供する展開手法が挙げられる。
この手法においては広告が主たる収益源となるため、CMを出稿するスポンサー探しが重要なポイントとなる。

しかし、海外に輸出した番組にCMを付ける場合、スポンサー候補として「①現地の海外企業」、「②日本にある
日本企業」、「③現地の日本企業」の大きく3つがあるが、いずれもハードルが高いという課題がある。①や③は
知名度が高い現地の有名番組に広告を出すことを希望するのが一般的であり、②においては日本にある企業が海
外でCMなどの宣伝を行うと、海外子会社への支援と見なされ高い税金がかかり、社内の会計上も日本と海外で
別管理されている場合が多く、日本法人が海外輸出番組にCMを出しにくい構造にある。

上記のような課題はあるものの、この手法は成功すれば日本コンテンツを主体的に提供できるメリットがある
ため、広告代理店と放送事業者各社が連携しアジアのケーブルテレビや、島国のインドネシア等でニーズの高い
衛星放送に進出する試みが始まっている。
A　Hello！JapanによるシンガポールCATV放送

電通、日本テレビ、テレビ朝日、東京放送、テレビ東京、北海道テレビ等が2011年4月に出資し、設立した
J FOOD & CULTURE TV PTE. LTDが、シンガポールにて日本コンテンツ専門チャンネル「Hello！
Japan」を2013年2月より放送している。内容は日本の食・旅・バラエティ・アニメ番組が中心で、現地ケー
ブルテレビ「StarHub」の無料チャンネルの一つとして展開し、同国の総世帯数の約50％に相当する、57万世
帯をカバーし、今後は計11か国・地域＊83での展開を予定している。
B　スカパーJSAT：「インドネシアでの衛星利用契約および日本コンテンツの海外展開」

インドネシアでの衛星利用契約および日本コンテンツの海外展開」宇宙・衛星事業及び有料多チャンネル事業
を展開するスカパーJSATは、2012年5月にインドネシア大手財閥LIPPOグループ傘下のPT Tecnoves 
International社と、同社の衛星中継器に関する利用契約を結んでいる。同グループの傘下にはPT. First 
Media TBK1＊84というケーブルテレビ事業者があり、今後、同グループによりスカパーJSATの衛星を用いた
衛星放送が開始される予定である。スカパーJSATでは、インドネシアにおいて、日本コンテンツ専門の24時
間放送チャンネルの立ち上げも目指しており、LIPPOグループだけではなく、他大手衛星放送事業者とも検討
をすすめている。また放送だけでなく、放送に関連する商品展開・イベント等と一体となった事業展開も目指し
ており、インドネシアで立ち上げの後は、他のアジア各国でも同様の展開を目指している。

（キ）今後の取組（業務提携・有料放送・通販等）
今後の取組手法として、国内外の同業種あるいは異業種との連携により幅広く事業を展開する取組が行われて

いる。従来の番組販売等にとどまらず、放送コンテンツを中心にメディア事業全般を対象とするほか、通販やク
ロスメディア事業による相乗効果も狙っている。また、衛星放送というインフラを海外輸出し、日本のコンテン
ツを海外に直接展開する、産業レイヤーの連携による海外展開の取組が見られる。これらの取組は途についた状
況であるが、従来の展開手法では越えられなかった壁を、様々な業種による総合力を活かして越えていくものと
して、今後の動向が注目される。
A　フジテレビ：「伊藤忠商事との提携」

フジ・メディア・ホールディングスと伊藤忠商事はアジアでのコンテンツ事業で提携し、新会社「エフ・ア
イ・メディア企画」を共同で2012年11月に設立し、テレビ通販や音楽番組を手掛けている。通販番組におい

＊83	シンガポール、インドネシア、フィリピン、香港、マレーシア、タイ、オーストラリア、ベトナム、インド、韓国、台湾
＊84	インドネシア最大のケーブルテレビ事業者。2011 年8 月現在約53 万世帯に対してサービス提供を行っている。
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ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

てはタイや台湾のテレビ通販会社の協力を得て、日本を含む3か国・地域の商品を紹介する番組を2013年4月
から順次放送している。音楽番組においては、台湾の地上波局・韓国のCATV局・インドネシアのメディア会
社が協力し、音楽オーディション番組を放送しており、どちらも番組製作は東京のフジテレビスタジオで行って
いる。
B 　インドネシアにおける特撮番組「ガルーダの戦士ビーマ」の共同製作など

1990年代から日本の「仮面ライダー」シリーズがインドネシアで放
送され、人気があったことを背景に、伊藤忠商事・石森プロ・インドネ
シア放送局共同でインドネシアオリジナル特撮番組「BIMA Satria 
Garuda（ビーマ・サトリア・ガルーダ／ガルーダの戦士ビーマという
意味））が製作され2013年6月より放送されている。日本側は原作の
提供、アクション・特撮技術の指導、衣装の作製、ビジネス展開等の協
力、インドネシア側は番組製作を担当している。子供向け番組であるた
め、アニメ同様ライセンスビジネス等の周辺ビジネス展開も期待されて
いる（図表1-2-3-30）。

また、同国からの日本留学経験者が立ち上げた番組製作会社による、
インドネシア発の日本紹介番組「心の友」が2013年2月に放送された。
日本のJETROや地方自治体などの支援を受けて製作されており、イン
ドネシア人の目から見た日本の面白いところが紹介されている。

エ　放送コンテンツの海外展開にむけた総務省の取組
（ア）放送コンテンツ流通の促進方策に関する検討会における検討状況

総務省では、平成24年11月から「放送コンテンツ流通の促進方策に関する検討会」＊86を設置し、（1）権利
処理の効率化の促進、（2）海外におけるコンテンツ発信の場の確保、（3）海外市場など新たな市場開拓の促進
に向けた課題等について検討を行ってきた。放送コンテンツの海外展開が進まない背景として、国内市場に比べ
て海外市場の規模が小さいため、権利処理が進まないという事情がある。このため、「権利処理の効率化・迅速
化」と「海外市場の拡大の促進」を両輪で進めることが重要である。 

俳優等の実演家に関する権利処理については、一般的に俳優等の権利者から放送の許諾しか得ていないことか
ら、海外展開等の二次利用には権利処理が必要であり、すべての権利者からの許諾を得るには、時間とコストが
かかり、権利処理の円滑化が課題となっている。総務省では平成22年度から実演家の権利処理窓口の一元化を

その他の海外展開事例＊85図表1-2-3-31

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

プレーヤ 関係者 主な取組の内容

芸能プロダクション 吉本興業
●上海メディアグループ（SMG）との共同番組製作、「吉本新喜劇」のローカライズ、上海事務所や台湾事務所の設置によるマネ

ジメント業務等を幅広く展開。米最大手タレントエージェンシーCAAと戦略的な提携を結び、映画やデジタル、スポーツ分野で事
業を展開、日米のＴＶ番組フォーマットの共同製作も手がける。

番組製作会社

太陽企画（CM製作会社）
●海外展開にリソースを割き難い地方局を対象に、 海外番販の代理店事業を展開。 米大手番組製作会社Ａ．Ｓｍｉｔｈ & Co. 

Productionsと、番組フォーマットの開発・販売、コンテンツの調達・販売等で提携しており、米国、アジアを中心に展開してい
る。HTBの英語版サイトの製作も手がけており、航空会社の国際線機内放送への販売等も視野にいれており、地方局の国際事業
を多角的に展開している。

ATP ●2011年12月に国際共同製作推進のための日本初の試みとなる「東京TVフォーラム」を開催。

バンダイナムコグループ
●電通エンタテインメントＵＳＡと、『ダンボール戦機』の北米を含む地域での玩具分野のマスターライセンス契約。バンダイアメリカ

が『ダンボール戦機』のテレビアニメを基にした玩具を開発、流通・販売を手掛ける。
●テレビ東京と契約し、『ダンボール戦機』の欧州での玩具分野のマスターライセンスを獲得。欧州で2013年秋を目途にテレビ放

映と商品発売を開始する。

ローカル局

北海道テレビ ●東アジア向け衛星放送JET-TVで「北海道アワー」を放送し、台湾から北海道への観光客が増加。
●看板バラエティ「水曜どうでしょう」が米国等で放送、国際賞獲得ドラマ「歓喜の歌」が各国で放送。

北海道ローカル局
●TIFFCOM（東京）、ATF（シンガポール）、FILMART（香港）等に出典。
●札幌・北海道コンテンツ戦略機構が、売れるコンテンツを調査し、各局に交渉の場を提供、海外番販で大きなコストとなる翻訳・

字幕付与作業への補助金も支援している。

九州・沖縄のJNN系列8局 ●九州を紹介した番組「九州遺産」（2010年までに1時間番組27話）を共同で制作し、同番組による海外展開を行っている。

準キー局 朝日放送
●英フリーマントルメディアと朝日放送が保有する番組の海外市場へのフォーマット商品化契約を発表。米リアリティショー製作大手

ピルグリム・スタジオズと新バラエティ番組フォーマットの共同開発契約を発表。
●同局の豊富なバラエティ番組から発掘し、フォーマット販売を欧米、中国、韓国等に展開。韓国では、チャンネルA、JTBCの2

社と業務提携。

＊85	ATPは全日本テレビ番組製作社連盟	国内の主要番組製作会社が加盟している業界団体
＊86	http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/broadband_contents/

（出典）2013 RCTI/ISHIMORI Production

「ガルーダの戦士ビーマ」図表1-2-3-30
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

つ新たな符号化方式（HEVC）が標準化されており（同年4月に勧告化）、これを受け各国で次世代放送に向け
た取組が加速している。
B　韓国における次世代放送への取組

韓国においては、放送通信委員会（KCC）＊92が2009年5月に「電波振興基本計画」を策定し、超高画質放
送（UHDTV）に1.5兆ウォンを投じており、翌年5月に発表した今後の有望放送通信サービスの中の一つにも
4G放送（超高画質放送、3D放送、実感放送）を取り上げている。

また2012年7月にKCCは同国のKBS＊93局に対し地上波における4Kの実験放送局免許を認可し、同年10月
から民放3社も交えた衛星を使った実証実験を開始しており、翌2013年に開かれたCESにおいては、韓国LG
電子社のブースにてKBSと共同で4K放送のデモンストレーションを行っている。

今後、韓国では3D放送の促進と合わせて2014～2015年に4K、2018年には8Kの商用サービスを開始する
計画を立てており、既に4Kで制作されている韓国ドラマ「推奴 チュノ」や「王女の男（The Princess' Man）」
が試験番組として放送予定とされているなど、日本を始めとした海外勢を意識した次世代放送の主権を握るため
の取組を加速させている（図1-2-3-40）。

＊92	韓国における放送・通信における研究・管理・制作を管轄する大統領直属の機関。
＊93	韓国放送公社、韓国の国営放送局。
＊94	UHDTV（超高画質放送）：4K／8Kの高画質放送
	 バクサンホ氏（韓国放送協会）「世界第二の実験放送－周波数を確保、政策支援急務（UHDTVの現状と展望）」

韓国における4K／8Kの取組＊94図表1-2-3-40

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

日付 実施・発表事項 関係事業者・団体

2009年
5月18日

放送通信委員会（KCC）は、「電波振興基本計画」を策定。超高画質放送(UHDTV)の研究開発などに5年間で1兆5,287億ウォンを
投じることを定める KCC

2010年
5月7日

KCCは「放送通信未来サービス戦略」を発表。10大未来有望放送通信サービスの中に、4G放送(3DTV、UHDTV、実感放送)の導
入が含まれている。 KCC

2012年
2月末 KCCにUHDTV実験放送局許可を申請 KBS

4月3日 2012年9月から実験放送を開始することを発表。KBS、MBC、SBS、EBCの4局が実験放送に必要なプログラム提供と編成などに関
する協約を締結 KBS、MBC、SBS、EBS

7月16日 KBSの申請に対して、放送通信委員会から実験の認可
－Ch66を利用することを決定 KCC、KBS

10月11日
～10月17日 ソウルで開催される第49次アジア太平洋放送連合（ABU）総会の時期に、国内外VIPに対して試験放送を行う予定 －

2010 2013 2014-2015 2017 2018-

3DTV 実験放送 （衛星/ケーブル）商用サービス （地上波）試験放送 多視点実験放送

UHDTV － 4K実験放送（衛星） 4K商用サービス（衛星） 8K実験放送（衛星） 8K商用サービス（衛星）

実
感
サ
ー
ビ
ス 

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
サ
ー
ビ
ス 

Ａ
Ｖ
サ
ー
ビ
ス 

情報選択型 単純視聴型 情報カスタマイズド型 情報創造型 

ラジオ 

カラーTV 

白黒TV 
CATV 

HDTV 

インターネット放送 

DAB 

DCATV 

DMB 

AT-DMB 

モバイルIPTV 

モバイル放送 

知能型HDTV 

個人カスタマイ
ズド型DCATV 

※・・・・
・・・・・・ 

※・・・・
・・・・・・ 

4K UHDTV 

8K UHDTV 

2013年 

2009年 

2017年 

ユビキタスIPTV 

ユビキタスDCATV 

放送通信融合モバイル放送 

3D DMB 

実感メディア 

照合メディア 

多視点3DTV 
3DTV 

※・・・
・・・・・
・・・・・ 

IPTV 
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